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はじめに 
 

排出事業者が産業廃棄物の処理責任を全うし、適正処理に取り組むためには、それぞ

れの業種ごとに異なる産業廃棄物の処理の際の留意点を十分に理解することが必要で

ある。 

そこで、（公財）日本産業廃棄物処理振興センターでは、環境省から委託を受けて、

自治体や国（省庁）が産業廃棄物の適正処理や電子マニフェスト普及促進のために活用

できるものとして、公務（上下水道業を含む。）を対象に、排出事業者における産業廃

棄物の適正処理に関する取組事例や電子マニフェストの活用事例を調査し、排出事業者

責任の徹底と産業廃棄物の適正処理に関する体系立った理解や意識の向上を促すこと

を目的とした事例集を作成することとした。具体的には、以下の（1）、（2）の取組みを

調査しとりまとめた。 

(1) 地方自治体の各業務における産業廃棄物の適正処理の取組事例（庁舎管理部門、上

下水道部門） 

(2) 電子マニフェスト普及促進の取組事例 

① 庁舎管理部門、上下水道部門における電子マニフェストの使用に関する取組み 

② 公共工事における電子マニフェスト普及の取組み 

③ 環境部局等における事業者等への電子マニフェスト普及の取組み 

本事例集は、「業種別事例集作成委員会」（巻末委員名簿参照）における検討結果を基

にとりまとめたものであり、第 1 章「産業廃棄物の適正処理の取組事例」、第 2 章「電

子マニフェスト普及促進の取組事例」、第 3 章「産業廃棄物の適正処理の取組みの各段

階におけるポイント」、第 4 章「参考資料リンク集」の構成となっている。第 1 章では、

「自治体庁舎管理に係る産業廃棄物適正処理事例」と「上下水道事業に係る産業廃棄物

適正処理事例」を掲載した。第 2 章では、「公共工事における電子マニフェスト普及の

取組事例」と「環境部局等における事業者等への電子マニフェスト普及の取組事例」を

掲載した。第 3 章では、第 1 章を踏まえ、産業廃棄物の委託処理のステップ順に、委託

先処理業者の選定から産業廃棄物の処理までの一連の流れに沿って事例をとりまとめ

たほか、電子マニフェストの運用方法、その他適正処理の取組みに関する事例を掲載し

た。 

公務から排出される産業廃棄物の排出事業者において、本事例集を参考に、産業廃棄

物の適正処理により一層、努めていただきたくとともに、電子マニフェストの普及にご

尽力いただきたい。 

 

令和 4 年 3 月 

公益財団法人 日本産業廃棄物処理振興センター 
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第 1章 産業廃棄物の適正処理の取組事例 

 

産業廃棄物の適正処理及び電子マニフェストの活用に取り組む 5 自治体の事例を紹介する。 

 

第 1 編 自治体庁舎管理に係る産業廃棄物適正処理事例 

事例 1 岡山県 環境文化部 循環型社会推進課、環境保健センター 

事例 2 豊田市 

 

第 2 編 上下水道事業に係る産業廃棄物適正処理事例 

事例 3 埼玉県 企業局 水道管理課 

事例 4 関市 浄化センター 

事例 5 千葉県 江戸川下水道事務所 
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第 1編 自治体庁舎管理に係る産業廃棄物適正処理事例 

事例 1 岡山県 環境文化部 循環型社会推進課、環境保健センター 

 

岡山県は平成 19 年 12 月に電子マニフェストを導入し、県が産業廃棄物の処理を委託する際に

は、電子マニフェストを利用することを「岡山県グリーン調達ガイドライン」で規定した。 

本事例は、岡山県環境文化部循環型社会推進課（以下「循環型社会推進課」という。）が中心と

なって実施している県全体における電子マニフェストの導入促進の取組みや、岡山県環境保健セ

ンター（以下「環境保健センター」という。）における産業廃棄物の適正処理や電子マニフェスト

利用に関する取組みを示している。 

 

 

【以下、県全体の廃棄物処理法の遵守及び電子マニフェスト普及に関する取組みを示す。】 

 

1. 廃棄物処理法の遵守に関する取組み 

 岡山県では、環境マネジメントシステムに係る事務担当職員を対象とした研修会を

毎年実施しており、その中で廃棄物処理法の概要をはじめ、委託契約書やマニフェ

ストの取扱い及び委託先の実地確認の努力義務など、排出事業者としての留意事項

を周知し、法の遵守に努めている。 

 循環型社会推進課等、廃棄物担当課は、立入検査などを通じて処理業者の情報を多

く把握していることから、排出部署からの処理業者に関する問い合わせや廃棄物処

理法に関する各種相談に随時対応し、必要な情報を提供している。 

 

 

2. 電子マニフェストの導入に関する取組み 

(1) 岡山県グリーン調達ガイドラインの概要 

 県の環境物品等の調達の推進に関する方針として「岡山県グリーン調達ガイドライン」（以下

「ガイドライン」という。）を定めている。ガイドラインでは、「産業廃棄物の委託処理業者

への引渡しにあたっては、産業廃棄物管理票に代えて電子マニフェストを利用すること」、「廃

棄物処理法に基づく産業廃棄物の処理に係る委託契約書については、その仕様書に「電子マ

ニフェストを利用すること。」を明記すること」を規定している。 

 ガイドラインでは、産業廃棄物の処理委託先選定において再生利用が可能な処理業者へ委託

するよう努めることについても規定している。 

 

(2) 電子マニフェスト導入の経緯 

 岡山県では、平成 19 年度に、法令遵守に高い効果のある電子マニフェストの利用に率先して

取り組むことや、産業廃棄物管理票交付等状況報告書による事務の回避等の事務負担軽減を

目的として、県が産業廃棄物を処理委託する場合は電子マニフェストを利用する取組みを開

始し、平成 20 年 1 月 1 日以降に産業廃棄物を処理委託するものに全面適用した。また、平
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成 20 年 1 月 1 日以前に契約済みの処理業者であっても、処理業者・県双方の電子マニフェ

スト利用環境が整った場合には、直ちに電子マニフェストの利用を開始した。 

 電子マニフェスト導入にあたり、県、（一社）岡山県産業廃棄物協会、JW センターの共催に

より、各課所の担当者を対象とした説明会を開催した。説明会では電子マニフェストを導入

する目的や電子マニフェストの仕組み、システムの操作方法等について説明を行い、電子マ

ニフェストの導入の準備を整えた。 

 

写真 1 説明会の様子 

 

 循環型社会推進課では平成 19 年 12 月に県内の産業廃棄物処理業者に対して電子マニフェス

トの導入に関する事務連絡を行い、県が排出する産業廃棄物の処理を受託する場合は、電子

マニフェストシステムに加入するよう依頼した。 

 

(3) 電子マニフェストの運用方法 

 県の全部署における電子マニフェストの加入手続き、ID 管理は、基本的に循環型社会推進課

が一括して行っている。県の全部署に関する電子マニフェストの加入数は 14（A料金 1加入、

B 料金 13 加入）であり、電子マニフェスト登録件数に応じて循環型社会推進課が各課所にサ

ブ ID を割り振っている。 

 電子マニフェストの基本料、使用料は循環型社会推進課が負担し、委託処理費は各課所が負

担している。 

 電子マニフェストは、原則、産業廃棄物を引き渡した日に登録を行う。 

 各課所で処理業者と委託契約を結ぶ際には、「電子マニフェストの利用」を明記することとし

ている。 

 

(4) 電子マニフェスト導入の課題 

 県が電子マニフェストを導入するには、排出事業者と収集運搬業者、処分業者の 3 者が加入

する必要があることから、各委託処理業者への周知と理解を得ることに時間を要した。 

 過去に、電子マニフェストのシステム障害により、やむを得ず、紙マニフェストを使用した

事例がある。 
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(5) 電子マニフェスト導入の効果 

 令和 2 年度に県が産業廃棄物を処理委託した際のマニフェスト利用件数として、循環型社会

推進課が管理・把握している件数は 711 件で、電子マニフェスト利用率は 100％であった。

（「令和 2 年度グリーン調達ガイドラインに基づく特定調達品目の調達実績について」（循環

型社会推進課）に基づく） 

 

 

【以下、環境保健センターにおける取組みを示す。】 

 

1. 概要 

庁舎所在地 岡山市南区内尾 739-1 

施設名 岡山県環境保健センター 

業務等 環境保全および保健衛生に関する総合的な試験研究機関で、各種試

験検査、調査研究、監視測定、情報収集・解析、研修指導などに併せ

て、環境学習の拠点の一つとして環境学習事業を行う。 

※ 概要は環境保健センターのもの。 

 

 

2. 産業廃棄物に関する情報 

○ 排出する主な産業廃棄物の排出量（令和 2年度実績） 

産業廃棄物区分 普通産業廃棄物 特別管理産業廃棄物 

排出量 42.3 t 1.3 t 

排出する主な 

産業廃棄物の種類 

廃プラスチック類（27.3 t）、汚泥（3.4 

t）廃酸（2.6 t）、ガラスくず（9.0 t） 

廃油（0.5 t）、廃酸（0.4 

t）、感染性廃棄物（0.4 t） 

排出する主な 

事業系一般廃棄物 

可燃ごみ（3.9 t）  

※ 実績等の数値は環境保健センターのもの（令和 2 年度実績）。 

 

○ 主な発生物の処理方法 

 環境保健センターが排出する廃プラスチック類は、すべて産業廃棄物処理業者に委託処理し

て、固形燃料（RPF）に再生している。 

 

○ リサイクル率（令和 2年度実績）：約 60％（環境保健センターにおける実績） 

※ リサイクル率は、産業廃棄物の排出量の合計を分母として算出している。 

※ リサイクルにはサーマルリサイクルを含んでいない。 
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3. 委託先処理業者選定 

(1) 処理業務の発注形態 

 環境保健センターでは産業廃棄物処理委託契約は委託額の区分から随意契約を行っている。 

 

(2) 処理業者の情報収集 

 環境保健センターでは、処理業者に関する情報は、環境部局への確認や、入札参加資格登録

の情報を確認している。 

 

(3) 選定方法・選定基準 

 環境保健センターでは、許可期限、許可品目、処理能力、電子マニフェストに加入している

か、リサイクルが可能であるか等を確認している。 

 

 

4. 委託契約・事前打合せ 

(1) 委託契約 

 環境保健センターの委託先処理業者数は、収集運搬業者が 2 社、中間処理業者が 4 社、収集

運搬・処分を兼務する業者が 1 社である。（委託先の業者は一部、収集運搬業者と中間処理業

者が重複している。） 

 環境保健センターの担当者が廃棄物処理法で定める記載事項を確認し、また、法定記載事項

以外で必要な項目を追加し、契約書を作成している。 

 

(2) 廃棄物の引渡し時の手順に関する打合せ 

 環境保健センターでは、収集運搬業者とは委託する廃棄物の性状や量、廃棄物引渡し方法、

積込み手順について事前に打合せを実施している。 

 

 

5. 環境保健センターにおける電子マニフェスト運用状況 

 循環型社会推進課が県の課所の担当者を対象とした電子マニフェスト導入のための説明会

の開催や県内の処理業者への事務連絡を行う等、電子マニフェストの導入の準備を整えた

ため、環境保健センターでは電子マニフェストの導入にあたり苦労はなかった。 

 環境保健センターでは、3 名の引渡担当者が年におおよそ 35 件の電子マニフェストを登録

している。 

 環境保健センターでは、電子マニフェストの情報を収集運搬業者、処分業者への処理費用

委託料の支払い等の経理業務に活用している。 
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 取組みのまとめ  

 

 県の環境物品等の調達の推進に関する方針としてガイドラインを定めている。ガイドライン

では、「産業廃棄物の委託処理業者への引渡しにあたっては、産業廃棄物管理票に代えて電子

マニフェストを利用すること（委託料以外の支出科目で処理の対価を支払う場合を含む。）」、

「廃棄物処理法に基づく産業廃棄物の処理に係る委託契約書については、その仕様書に「電

子マニフェストを利用すること。」を明記すること」を規定している。また、ガイドラインで

は、産業廃棄物の処理委託先選定において再生利用が可能な処理業者へ委託するよう努める

ことについても規定している。 

 

 岡山県では、平成 19 年度に、法令遵守に高い効果のある電子マニフェストの利用に率先して

取り組むことや、産業廃棄物管理票交付等状況報告書による事務の回避等の事務負担軽減を

目的として、県が産業廃棄物を処理委託する場合は電子マニフェストを利用する取組みを開

始し、平成 20 年 1 月 1 日以降に産業廃棄物を処理委託するものに全面適用した。 

 

 電子マニフェスト導入にあたり、県、（一社）岡山県産業廃棄物協会、JW センターの共催に

より、各課所の担当者を対象とした説明会を開催した。説明会では電子マニフェストを導入

する目的や電子マニフェストの仕組み、システムの操作方法等について説明を行い、電子マ

ニフェストの導入の準備を整えた。 

 

 循環型社会推進課は平成 19 年 12 月に県内の産業廃棄物処理業者に対して電子マニフェスト

の導入に関する事務連絡を行い、県が排出する産業廃棄物の処理を受託する場合は、電子マ

ニフェストに加入するよう依頼した。 

 

 県の全部署における電子マニフェストの加入手続き、ID 管理は、基本的に循環型社会推進課

が一括して行っている。 

 

 令和 2 年度に県が産業廃棄物を処理委託した際の電子マニフェスト利用件数として、循環型

社会推進課が管理・把握している件数は 711 件で、電子マニフェスト利用率は 100％であっ

た。 

 

 環境保健センターでは、処理業者に関する情報は、環境部局への確認や、入札参加資格登録

の情報を確認している。 

 

 環境保健センターでは、収集運搬業者とは委託する廃棄物の性状や量、廃棄物引渡し方法、

積込み手順について事前に打合せを実施している。 

 

 循環型社会推進課が県の課所の担当者を対象とした電子マニフェスト導入のための説明会の

開催や県内の処理業者への事務連絡を行う等、電子マニフェストの導入の準備を整えたため、

環境保健センターでは電子マニフェストの導入にあたり苦労はなかった。  
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事例 2 豊田市 

 

豊田市は平成 20 年 4 月に電子マニフェストを導入し、市の全部署で排出する産業廃棄物のマ

ニフェストはすべて電子マニフェストを使用している。令和 2 年度の電子マニフェスト登録件数

は全国の自治体の中で最も多い。 

 

1. 概要 

庁舎所在地 愛知県豊田市西町 3 丁目 60 番地 

主な施設 豊田市役所本庁舎（南庁舎、東庁舎、西庁舎、環境センター、衛生試験

所） 

 

 

2. 産業廃棄物に関する情報 

○ 排出する主な産業廃棄物の排出量（令和 2年度実績） 

産業廃棄物区分 普通産業廃棄物 特別管理産業廃棄物 

排出量 13.8 t 0 t 

排出する主な 

産業廃棄物の種類 

廃プラスチック類（5.4 t）、安定型混合

廃棄物（4.8 t）、金属くず（3.1 t）、ガ

ラスくず（0.2 t） 

 

排出する主な 

事業系一般廃棄物 

可燃ごみ（19 t）  

※ 可燃ごみの内訳は、花き、給湯室等で発生するお茶殻・コーヒーかす、トイレの紙ごみ等。 

※ 実績等の数値は本庁舎のもの（令和 2 年度実績）。 

 

○ 主な発生物の処理方法 

 廃プラスチック類、安定型混合物、金属くずは選別した後、リサイクルされるか、もしくは埋

立等で処理されている。 

 古紙（約 40 t（令和 2 年度実績））は分類一覧

表（図 1）に従って、OA 紙、新聞、雑誌、ダン

ボール、雑紙、シュレッダー紙に分別しており、

回収されたものは、リサイクル業者に有価物と

して売却されている。 

  

 

写真 2 古紙の分別の様子 
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図 1 廃棄物の分類一覧表  

 

ごみの分類一覧表≪本庁≫  
 

※ 本庁舎内のごみ処理は、業務用が対象です。私的なごみは持ち帰ってください。 

※ 「ごみステーションに搬出できるもの」については、搬出できる日時及び場所が指定されています。 

※ 「ごみステーションに搬出できないもの」は、別ルールで運用していますので、それぞれの所管課に相談してください。 

※ 破袋防止と減容のため、ビニール袋の口を縛る前に袋の空気を抜いてください。 

※ ビニール袋には必ず課名又は課コードをマジックで記入してください。 

◆ ごみステーションに搬出できるもの【火・木の１６：４５～１７：１５（休日の場合は搬出不可） 】          赤字部分に注意 

区   分 種            類 備          考 排出方法 排出先 

紙 
 
 

資 
 
 

源 

Ｏ Ａ 紙 

（白色） 

コピー用普通紙、罫紙、起案用紙、印刷室用の
白紙、コンピュータ出力紙（連続帳票）、以上のも
のを利用した使用済みメモ用紙 
 

● 紙の大きさは「名刺」以上が目安 

・ホッチキス、紐は外す。 
・クリップ、付箋、ラベルは、はがすこと。 
・無塗工紙に限る。 
※色上質紙、付箋、ラベル、塗工紙、シール、の
り付き用紙（部分）は【雑紙】 

ひもでしばる 
（ひもは紙ひもに
限る） 

ごみステーション
【西庁舎】 
 
ごみステーション
【南庁舎】 

新    聞 新 聞 ※折込広告は、【雑紙】 

雑    誌 
雑誌、書籍、報告書、ノート、予算・決算書、カタロ
グ、パンフレット、絵本など 

 

ダンボール     ダンボール ・ガムテープ等は、はがすこと。 

雑    紙 

ポスター、広告、色上質紙、厚紙、菓子箱（つぶし
て）、封筒、ティッシュの箱、カレンダー、シール・の
り付き紙、包装紙、紙袋、カラーコピー、カラープリ
ンタ、ファイル表紙、ロール紙の芯、名刺、汚れた
【ＯＡ紙】（油類の付着は厳禁）、「共済だより」「健
保だより」「組合速報」、コピー用紙の包装紙、ノー
カーボン紙など 

● 紙の大きさは「名刺」以上が目安 

・ガムテープ等は、はがすこと。 
・のりがついていても可。 
・フィルム類、ひも類、金属、樹脂類、粘着テープ
類等の紙以外のものを除去し、混入を防ぐこと。 
・窓空き封筒は分別し、窓のフィルムは【廃プラ】、
残りの封筒は【雑紙】として出すこと。 
※シール台紙のように、ツルツルした紙は再生で
きないため【生ごみ等】 

シュレッダー紙 
ＯＡ紙（小） 
雑紙（小） 
（名刺サイズ以下） 

シュレッダーにかけた【ＯＡ紙】 
シュレッダーにかけた【雑紙】 
袋（封筒を含む。）に入れた【雑紙】 
連続用紙・帳票のキリトリみみ 
付箋、インデックスなど 

※ビニール袋は破れないように空気を抜く。 

ビニール袋に入れる
か、ひもでしばる 
雑紙（小）は使用済み
封筒等に入れる。 

ごみステーション
【南庁舎】 
【西庁舎】 

一
般
廃
棄
物 

生ごみ等 

生ごみ、茶殻など 

資源化できない紙など 
（ラミネート加工紙・包装紙、紙コップなどのワック
ス加工品、油紙、写真、感熱紙、裏カーボン
紙、粘着テープ類、青焼コピー紙など） 

・生ごみは水をよく切る。 
・ラミネート加工してあるもの。 
 
 
 

ビニール袋に入れる 

ごみステーション
【西庁舎】 
 
ごみステーション
【南庁舎】 

産
業
廃
棄
物 

廃プラスチック類 

ポリ袋、ラップ、ゴム、長靴、ストロー、プラスチック
製容器、ＯＨＰシート、など軟らかいプラスチック 
※化学繊維布は要相談 

硬いプラスチック 
発泡スチロール 

・家庭で燃やすごみとして出す、生ゴミ、紙、木以
外のほとんどのものが該当する。 
・金属、ガラス等は取り外す。 
 

ビニール袋に入れる 

ごみステーション
【西庁舎】 

ガラス・陶磁器くず 陶磁器類、割れたびん、農薬びん、板ガラスなど ・割れたガラスは危険のないように。 
ビニール袋に入れ
「ガラス」と記入 

金属くず なべ・やかん類、針金類、缶詰、お菓子の缶 ・スプレー缶、カセットボンベは、必ず穴を空ける。 
ビニール袋に入れ
「金属」と記入 

混合物 プラスチック、ガラス、金属等の混合 
ホッチキス、マジック、はさみ、電卓、ラジカセ 
電球、マグネットシートなど。蛍光灯は財産管理
課へ相談。 

ビニール袋に入れ
「混合物と記入 

飲食用びん 
ドリンクびん、サラダ油びん、ジャムびん、飲料の
びんなど 

・キャップ（廃プラ）を除去し、中をすすぐこと。 
・私的なごみは、出さない。 
・ペットボトルは中をすすき、ラベルは取らなくても
よい。 
・キャップは、種類によって【廃プラスチック類】か
【金属ごみ】へ。 

ビニール袋に入れる 

飲料かん 飲料用のアルミ缶、スチール缶 ビニール袋に入れる 

ペットボトル 飲料用、醤油用などのもの ビニール袋に入れる 

乾電池 乾電池、ボタン電池など 
・使い切りの電池のみ（充電できない電池） 
・ボタン電池はテープ等で絶縁してください。 
※充電式電池は販売店等へ相談してください。 

ビニール袋に入れ
る。 

◆ ごみステーションに搬出できないもの 

大型の産業廃棄物、蛍光灯など 
・キャビネット、ラック、イス類など大型の産業廃棄物は、大型廃棄物回収日（年２回）に所定の場所に搬出してください。 
・その他、分解不可能なプラスチック・金属等の混合物及び蛍光灯などは、＜財産管理課＞と協議すること。 

磁気記録媒体等 ・ＦＤ（フロッピーディスク）､テープ（データ･ビデオ･音楽用）､ＣＤ（コンパクトディスク）などは、＜情報システム課＞に相談すること。 

カートリッジ類 ・プリンタのカートリッジ等で、メーカー等が回収しているものは、廃棄せず＜（総）庶務課、購入先等＞に相談すること。 

特別管理産業廃棄物 ・体温計（水銀入）、感染性廃棄物などは、＜各担当課＞で処理すること。 

 

令和３年４月 



9 

3. 委託先処理業者選定 

(1) 処理業務の発注形態 

 毎年度一般競争入札により委託業者を決定し、契約している。 

 

(2) 処理業者の情報収集 

 処理業者の情報については、環境部局への確認や、（公財）産業廃棄物処理事業振興財団の「さ

んぱいくん」、または「優良さんぱいナビ」を確認することにより収集している。 

 昨年度と違う処理業者の場合は、当該業者と取引実績のある市役所内の別の部署より、情報

収集を行う場合がある。 

 

(3) 選定方法・選定基準 

 許可期限、許可品目、処理能力、優良産廃処理業者かどうか、電子マニフェストに加入して

いるか等を確認している。 

 産業廃棄物処理業務委託標準仕様書で「リサイクルを徹底し、リサイクルが不可能な物につ

いては、適正に処分すること」と記載することとしており、リサイクルが可能であることを

処理業者の選定条件としている。（図 2） 

 

(4) 実地確認の実施概要 

○ 実施する職員数：1名／回 

○ 実施頻度：1～2回／年 

 処理業者との委託契約の前後で年に 2 回、実地確認を行う機会を設けている。 

 委託契約前の実地確認は、他の排出部署が実施した実地確認の結果や、廃棄物対策課が行っ

た立入検査の結果を聴取することにより、事前確認の実施に代えている。 

 委託契約後の実地確認は、優良産廃処理業者ではない場合は、各排出部署が実地確認を実施

している。優良産廃処理業者の場合は、優良産廃処理業者であることが維持されていること

が確認できれば、委託契約後の実地確認を免除している。 

 （公財）産業廃棄物処理事業振興財団の「さんぱいくん」、「優良さんぱいナビ」により優良

産廃処理業者であることが維持されていることを確認している。 

○ 所要時間：2時間程度／回 

○ 実地確認の対象 

 実地確認は原則として中間処理業者を対象としている。収集運搬業者に対しては、廃棄物を

引き渡す際や、事前打合せ時、処分業者への実地確認時に、収集運搬に係る状況を確認して

いる。 

 原則として積替保管施設を経由する収集運搬の委託は行わないこととしているが、やむを得

ず、積替保管施設を経由する収集運搬を委託する場合には、積替保管施設に訪問して実地確

認を行うこととしている。 
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図 2 産業廃棄物処理業務委託標準仕様書の記載例の抜粋 
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(5) 実地確認の実施状況 

 独自のチェックリストである廃棄物処理委託先チェックシート（図 3、4、以下「チェックシ

ート」という）を廃棄物対策課が作成し、すべての部署により実地確認の際に、各排出部署

が同リストを用いた実地確認を実施している。 

 実地確認では、処理工程、産業廃棄物の保管状況、特に廃棄物が過剰に保管されていないか、

処理基準に沿って処理されているかどうかを確認している。また、近隣住民から苦情がない

か、廃棄物処理法で規定する掲示板が設置されているか等、チェックシートの項目に沿った

内容を確認している。 

 

 

4. 委託契約・事前打合せ 

(1) 委託契約 

 令和 2 年度の本庁舎の委託先処理業者数は、中間処理業者が 2 社、収集運搬・処分を兼務す

る業者が 1 社である。 

 委託契約外の品目の廃棄物が発生した場合は、排出した課が個別に委託契約を結ぶ。 

 排出部署の担当者が廃棄物処理法で定める記載事項を確認し、また、法定記載事項以外で必

要な項目を追加し、契約書を作成している。 

 

(2) 廃棄物の引渡し時の手順に関する打合せ 

 収集運搬業者とは委託する廃棄物の性状や量、廃棄物引渡しの際の流れ（到着時に最初に連

絡が必要な部署や担当者名・連絡先、廃棄物の排出場所）について事前に打合せを実施して

いる。また、廃棄物の引取り時に、定期的に、収集運搬業者の担当者と打合せを行い、回収

日の調整や、各排出部署による分別が的確に行われているか等の状況を確認している。 

 

  



12 

 

図 3 産業廃棄物委託先のチェックシート（収集運搬業者用） 
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図 4 産業廃棄物委託先のチェックシート（処分業者用） 
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5. 電子マニフェストの利用状況 

(1) 電子マニフェストの運用方法 

 豊田市として電子マニフェストに加入しており、市長部局では廃棄物対策課が各排出部署に

サブ ID を割り振っている。排出部署の担当者（本庁舎の場合は 1 名）が廃棄物対策課より

割り振られたサブ ID を用いて、電子マニフェストの入力等の操作を行っている。なお、市長

部局以外は個別に電子マニフェストに加入している。 

 電子マニフェストの登録は廃棄物の引渡し担当者が、引渡しの当日に行い、マニフェスト情

報の照会画面で、収集運搬や処分の終了報告の有無を確認している。 

 本庁舎では、年におおよそ 60 件の電子マニフェストを登録している。廃棄物の回収頻度は、

廃プラスチック類が月 2 回、安定型混合物・金属くず・カラスくずが月 1 回、ペットボトル

が月 1 回で、月に約 4 件の登録を行う。その他大型の廃棄物を登録する場合もある。 

 庁内の廃棄物処理に関する説明会を年に 2 回（5 月頃と 10 月頃）に開催し、廃棄物対策課が

各排出部署の担当者に対して、産業廃棄物処理業務委託や電子マニフェストの運用方法等に

ついて説明している。 

 

 

写真 3 庁内の廃棄物処理に関する説明会の様子 

 

(2) 電子マニフェスト導入の経緯 

 平成 20 年に産業廃棄物管理票交付等状況報告書の提出が再開することとなったことから、

報告書作成に係る事務負担軽減や排出事業者責任のより一層の徹底を目的に、市の全部署に

おける電子マニフェストの導入を決定し、市の各排出部署がそれぞれ電子マニフェストに加

入した（現在、市長部局は廃棄物対策課が各課にサブ ID を割り振るという運用に切り替えて

いる）。 

 平成 20 年には JW センターが電子マニフェスト加入料の無料キャンペーンを実施していた

ため、市のすべての部署がキャンペーン期間中に電子マニフェストの加入手続きが行うこと

とした。 

 電子マニフェスト導入時には各排出部署にインターネットに接続できるパソコンが 1 台あっ

たため、各課における電子マニフェストの導入をスムーズに進めることができた。 
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(3) 電子マニフェスト導入の効果 

 電子マニフェストの入力作業の簡素化を図るため、あらかじめ決まっている入力内容をパタ

ーン化し、登録しておく「パターン登録機能」を使用している。「パターン登録機能」を使用

することで、異動等により、電子マニフェストの操作担当者が変更した場合も、戸惑うこと

なく電子マニフェストの操作を行うことができる。 

 

 

6. その他の取組み 

 廃棄物を排出する際は、ごみ袋に排出部署名を記入することとしており、誤った方法で分別

が行われていた場合には、どの部署が排出したものであるかがすぐに確認できるようにして

いる。 

 

 

 

 取組みのまとめ  

 

 処理業者の情報については、環境部局への確認や、（公財）産業廃棄物処理事業振興財団の「さ

んぱいくん」または「優良さんぱいナビ」等で収集している。 

 

 産業廃棄物処理業務委託標準仕様書で「リサイクルを徹底し、リサイクルが不可能な物につ

いては、適正に処分すること」と記載することとしており、リサイクルが可能であることを

処理業者の選定条件としている。 

 

 委託契約前の実地確認は、他の排出部署が実施した実地確認の結果や、廃棄物対策課が行っ

た立入検査の結果を聴収することにより、事前確認の実施に代えている。 

 

 委託契約後の実地確認は、優良産廃処理業者ではない場合は、各排出部署が実地確認を実施

している。（優良産廃処理業者の場合は、優良産廃処理業者であることが維持されていること

が確認できれば、委託契約後の実地確認を免除） 

 

 独自のチェックリストである廃棄物処理委託先チェックシートを廃棄物対策課が作成し、す

べての部署により実地確認の際に、各排出部署が同リストを用いた実地確認を実施している。 

 

 収集運搬業者とは委託する廃棄物の性状や量、廃棄物引渡しの際の流れ（到着時に最初に連

絡が必要な部署や担当者名・連絡先、廃棄物の排出場所）について事前に打合せを実施して

いる。 
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 豊田市として電子マニフェストに加入しており、市長部局では廃棄物対策課が各排出部署に

サブ ID を割り振っている。排出部署の担当者が廃棄物対策課より割り振られたサブ ID を用

いて、電子マニフェストの入力等の操作を行っている。 

 

 平成 20 年に産業廃棄物管理票交付等状況報告書の提出が再開することとなったことから、

報告書作成に係る事務負担軽減や排出事業者責任をより一層の徹底を目的に、市の全部署に

おける電子マニフェストの導入を決定し、市の各排出部署がそれぞれ電子マニフェストに加

入した。 

 

 電子マニフェストの入力作業の簡素化を図るため、あらかじめ決まっている入力内容をパタ

ーン化し、登録しておく「パターン登録機能」を使用している。「パターン登録機能」を使用

することで、異動等により、電子マニフェストの操作担当者が変更した場合も、戸惑うこと

なく、電子マニフェストの操作を行うことができる。 

 

 廃棄物を排出する際は、ごみ袋に排出部署名を記入することとしており、誤った方法で分別

が行われていた場合には、どの部署が排出したものであるかがすぐに確認できるようにして

いる。 
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第 2編 上下水道事業に係る産業廃棄物適正処理事例 

事例 3 埼玉県 企業局 水道管理課 

 

埼玉県企業局は、平成 26 年 4 月に電子マニフェストに加入し、県が設置するすべての上水道施

設（工業用水を含む）6 ヶ所※で電子マニフェストを利用している。年間の電子マニフェスト登録

件数は全国の上水道事業者の中で最も多い。本事例では上水道施設 6 ヶ所（以下「各浄水場」と

いう。）についての情報を掲載する。 

※ 大久保浄水場、庄和浄水場、行田浄水場、新三郷浄水場、吉見浄水場、柿木浄水場。 

大久保浄水場は上水及び工業用水、柿木浄水場は工業用水のみ 

 

1. 概要 

事業場所在地 さいたま市桜区大字宿 618（大久保浄水場） 

春日部市新宿新田 100 番地（庄和浄水場） 

行田市小針 1632（行田浄水場） 

三郷市南蓮沼 1（新三郷浄水場） 

比企郡吉見町大字大和田 198（吉見浄水場） 

草加市柿木町 162（柿木浄水場） 

主な事業場 大久保浄水場、庄和浄水場、行田浄水場、新三郷浄水場、吉見浄水

場、柿木浄水場 

最大給水能力 130 万 m3／日（大久保浄水場）※1 

35 万 m3／日（庄和浄水場） 

50 万 m3／日（行田浄水場） 

36.5 万 m3／日（新三郷浄水場） 

15 万 m3／日※2（吉見浄水場） 

16 万 m3／日（柿木浄水場） 

※1 工業用水の給水能力は含まない。 

※2 将来計画 30 万 m3／日。 

 

 

2. 産業廃棄物に関する情報 

○ 排出する主な産業廃棄物の排出量（令和 2年度実績） 

産業廃棄物区分 普通産業廃棄物 特別管理産業廃棄物 

排出量 約 51,000 t※3 100 t 

排出する主な 

産業廃棄物の種類 

浄水汚泥（51,000 t） PCB 廃棄物（100 t） 

排出する主な 

事業系一般廃棄物 

可燃ごみ（17 t）、古紙、ビン・缶・ペ

ットボトル（3 t）※4、不燃ごみ（1 t） 
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※3 産業廃棄物とは別に、年間 5,000 t の浄水発生土を有価物（園芸用土の原料、グラウンド

用土材料等）として売却している。 

※4 古紙、ビン・缶・ペットボトルは資源ごみとしてリサイクルしている。 

 

○ 主な発生物の処理方法 

 各浄水場の産業廃棄物及び事業系一般廃棄物はすべて委託処理している。 

 各浄水場の浄水汚泥は、場内の脱水機で水分を除き、破砕機で粒状にしたのち、セメント原

料としてリサイクルしているほか、園芸用土等として有償売却している。 

 各浄水場の PCB 廃棄物はすべて無害化処理している。 

 各浄水場の事業系一般廃棄物は可燃ごみを焼却処理しているほか、古紙、ビン・缶・ペット

ボトルはリサイクルしている。残りは不燃ごみとして処分している。 

 

○ リサイクル率（令和 2年度実績）：約 93％ 

※ リサイクル率は、産業廃棄物の排出量や、有償売却した量、事業系一般廃棄物の量の合

計を分母として算出している。 

※ リサイクルにはサーマルリサイクルを含んでいない。 

 

 

3. 委託先処理業者選定 

(1) 処理業務の発注形態 

 一般競争入札もしくは随意契約を行っている。 

 

(2) 処理業者の情報収集 

 処理業者の許可に関する情報は埼玉県産業廃棄物指導課のホームページで確認している。 

 処理業者の情報は入札参加資格登録の情報を確認している。 

 不適正な処理業者の情報は、埼玉県の入札参加停止等措置情報を確認している。 

 

(3) 選定方法・選定基準 

 委託先処理業者の選定の際には、処理業者の許可期限、許可品目、処理能力、産業廃棄物の

処理実績や、過去の事故、違反の有無等を埼玉県の入札参加停止等措置情報から確認してい

る。 

 各浄水場から委託先の処理施設までの距離を確認し、比較的、近距離で処理することができ

る委託先を優先して選定している。 

 

 

4. 委託契約・事前打合せ 

(1) 委託契約 

 各浄水場が委託契約を行う処理業者は計 16 社（収集運搬業者 11 社、中間処分業者 3 社、収

集運搬・処分業者 2 社）である（各浄水場において委託先の業者は一部、重複している）（令

和 2 年度実績）。 
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 各浄水場が産業廃棄物処理委託契約書を作成している。契約書には廃棄物処理法法定記載事

項以外に、反社会勢力排除、支払条件、情報セキュリティ等の項目を追加している。 

 

(2) 廃棄物の処理料金の支払い 

 産業廃棄物の委託処分は毎月、処分実績を検査し、委託先処分業者に料金を支払っている。 

 

(3) 廃棄物の引渡し時の手順に関する打合せ 

 処理業者と契約時に産業廃棄物の性状や量、廃棄物の引渡し方法、積込み手順、運搬担当者

の排出場所の現地確認について打ち合わせている。また、産業廃棄物の積込み後に浄水場内

のトラックスケールで車両の重量を測定し、過積載の防止に努めている。 

 

 

5. 電子マニフェストの利用状況 

(1) 電子マニフェストの運用方法 

 埼玉県企業局水道管理課として電子マニフェストに加入しており、水道管理課が各浄水場に

サブ ID を割り振っている。 

 受渡確認票は各浄水場で作成しており、廃棄物の引渡しと同時に、収集運搬業者に受渡確認

票を手渡している。 

 電子マニフェストは廃棄物を引き渡した当日に、引渡担当者が電子マニフェスト登録を行う

こととしている。 

 処理終了報告の確認はマニフェスト情報の照会画面で確認している。 

 

(2) マニフェストの年間交付枚数：約 5,000枚（件）（令和 2年度実績） 

 浄水場 6 ヶ所の電子化率は 99％以上であり、紙マニフェストの利用は 1％未満である。 

 電子マニフェストの情報は環境部局への報告に活用している。 

 

(3) 電子マニフェスト導入の経緯 

 電子マニフェストの導入前は、各浄水場の担当者が排出事業者等の情報を必要枚数分の紙マ

ニフェストに印刷する作業を行っていた。電子マニフェストの導入説明会に参加し、導入の

メリットが感じられたことや、産業廃棄物指導課から電子マニフェスト導入の働きかけがあ

ったことを契機に、平成 26 年 4 月に埼玉県企業局として電子マニフェストを導入し、各浄

水場で利用することとなった。 

 

(4) 電子マニフェスト導入の効果 

 電子マニフェストは紛失の恐れがないため、マニフェストを適切に管理できる点で、法令遵

守に効果があった。 

 電子マニフェストの導入により、マニフェスト登録時の記入作業が効率化されたこと、処理

業者からの紙マニフェストの受取りや保菅の手間が削減されたこと、マニフェストの記載内

容の確認作業が効率化したことがメリットとして挙げられる。 
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6. その他の取組み 

(1) 緊急時の対応 

 委託先処理業者の行政処分や施設の事故、自然災害等で急遽、委託ができない場合に備え、

複数の委託先と契約している。 

 

 

 

 取組みのまとめ  

 

 埼玉県企業局は、平成 26 年 4 月に電子マニフェストに加入し、県が設置するすべての上水

道施設 6 ヶ所（大久保浄水場、庄和浄水場、行田浄水場、新三郷浄水場、吉見浄水場、柿木

浄水場）で電子マニフェストを利用している。浄水場 6 ヶ所の電子化率は 99％以上であり、

紙マニフェストの利用は 1％未満である。 

 

 委託先処理業者の選定の際には、処理業者の許可期限、許可品目、処理能力、産業廃棄物の

処理実績や、過去の事故、違反の有無等を確認している。また、各浄水場から委託先の処理

施設までの距離を確認し、比較的、近距離で処理することができる委託先を優先して選定し

ている。 

 

 処理業者と契約時に産業廃棄物の性状や量、廃棄物の引渡し方法、積込み手順、運搬担当者

の排出場所の現地確認について打ち合わせている。また、産業廃棄物の積込み後に浄水場内

のトラックスケールで車両の重量を測定し、過積載の防止に努めている。 

 

 電子マニフェストの導入前は、各浄水場の担当者が排出事業者等の情報を必要枚数分の紙マ

ニフェストに印刷する作業を行っていた。電子マニフェストの導入説明会に参加し、導入の

メリットが感じられたことや、産業廃棄物指導課から電子マニフェスト導入の働きかけがあ

ったことを契機に、平成 26 年 4 月に埼玉県企業局として電子マニフェストを導入し、各浄

水場で利用することとなった。 

 

 電子マニフェストの導入により、マニフェスト登録時の記入作業が効率化されたこと、処理

業者からの紙マニフェストの受取りや保菅の手間が削減されたこと、マニフェストの記載内

容の確認作業が効率化したことがメリットとして挙げられる。 

 

 委託先処理業者の行政処分や施設の事故、自然災害等で急遽、委託ができない場合に備え、

複数の委託先と契約している。 
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事例 4 関市 浄化センター 

 

関市では、焼却施設を保有しない田原下水処理場、白金下水処理場、広見下水処理場から排出

される下水汚泥（濃縮汚泥）を、収集運搬業者に委託して関市浄化センターに運搬し、関市浄化

センターから排出される下水汚泥とあわせて、関市浄化センターが保有する汚泥処理施設で脱水、

焼却を行って、汚泥焼却灰を最終処分業者に委託して埋立処分している。関市浄化センター、田

原下水処理場、白金下水処理場、広見下水処理場では、平成 26 年 10 月より電子マニフェストを

利用している。本事例では主に関市浄化センターの情報を掲載する。 

 

1. 概要 

事務所所在地 岐阜県関市倉知 2031 番地 

主な処理場 関市浄化センター 

水洗化人口 55,185 人（令和 3 年 4 月 1 日現在） 

処理能力 41,400 m3／日 

 

 

2. 産業廃棄物に関する情報 

○ 排出する主な産業廃棄物の排出量（令和 2年度実績） 

産業廃棄物区分 普通産業廃棄物 特別管理産業廃棄物 

排出量 209 t 2 t 

排出する主な 

産業廃棄物の種類 

焼却灰（181 t）、汚泥（28 t） 廃酸（2 t） 

※ 汚泥の内訳は、有機性汚泥が 10 t、し渣汚泥が 10 t、汚泥砂が 8 t である。 

※ 廃酸は放流水の水質検査で使用する試薬である。 

 

○ 主な発生物の処理方法 

 田原下水処理場、白金下水処理場、広見下水処理場から排出される下水汚泥（濃縮汚泥）は

収集運搬業者に委託して、バキューム車で関市浄化センターまで運搬している。 

 関市浄化センターの汚泥処理施設にて、田原下水処理場、白金下水処理場、広見下水処理場

で発生した下水汚泥と併せて、脱水、焼却を行っている。 

 焼却に伴い発生する汚泥焼却灰は、1 m3フレコン袋に詰め、関市浄化センター内に仮置きし

た後に、全量を最終処分業者に委託して、埋立処分している。 

 関市浄化センターの汚泥焼却灰の成分を調べたところ、セメント原料に不向きであったため、

汚泥焼却灰のセメント会社への委託は行っていない。また、リサイクル業者に委託して、汚

泥焼却灰をブロックやタイル等の建設資材の原料としてリサイクルしていたこともあったが、

近隣のリサイクル業者が再生建設資材の製造事業から撤退したため、現在は汚泥焼却灰のリ

サイクル業者への委託は行っていない。 
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3. 委託先処理業者選定 

(1) 処理業務の発注形態 

 関市の入札参加資格を持っており、下水汚泥を取扱うことができる産業廃棄物収集運搬業者、

処分業者と随意契約を行っている。 

 

(2) 処理業者の情報収集 

 岐阜県のホームページで処理業者の産業廃棄物処理業の許可等に関する情報を確認している。 

 入札参加資格登録の情報を確認している。 

 

(3) 選定方法・選定基準 

 許可期限、許可品目、処理能力、電子マニフェストに加入しているか等を確認している。 

 収集運搬業者については、下水汚泥を積み込むことができるクレーンが付いたトラックを保

有していることや、臭気防止のため蓋付の車両を保有していることを選定時の必須条件とし

ている。 

 関市浄化センター、田原下水処理場、白金下水処理場、広見下水処理場から排出する産業廃

棄物の処理はすべて電子マニフェストを利用しており、電子マニフェストに加入しているこ

とを業者選定の際の望ましい条件としている。電子マニフェストに加入していない業者には、

処理委託前に電子マニフェストに加入するよう依頼している。 

 

(4) 実地確認の実施概要 

○ 実施する職員数：2名／回 

○ 実施頻度：1施設あたり 1回／年  

○ 所要時間：2時間程度／回 

○ 実地確認の対象 

 実地確認は中間処理業者及び最終処分業者を対象に実施している。 

 

(5) 実地確認の実施状況 

 実地確認では、処理工程や、産業廃棄物の保管状況を確認している。特に産業廃棄物が整理

整頓されているか、処理能力以上の廃棄物が保管していないか等を確認している。 

 最終処分場への実地確認では、最終処分場の残余容量等を確認している。 

 

 

4. 委託契約・事前打合せ 

(1) 委託契約 

 関市浄化センターが産業廃棄物処理委託契約を締結している処理業者は計 4 社（収集運搬業

者のみの委託：2 社、中間処分業者のみの 1 社、収集運搬と最終処分業者の委託 1 社）であ

る。（令和 2 年度実績） 

 委託契約は関市浄化センターが廃棄物処理法で定める記載事項を確認し、契約書を作成して

いる。 
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(2) 廃棄物の引渡し時の手順に関する打合せ 

 処理業者とは契約時に産業廃棄物の性状や量、過積載の防止対策、電子マニフェストの運用

方法等について打ち合わせている。 

 収集運搬車両に搭載されたクレーンは計量ができるものであるため、収集運搬車両のクレー

ンを用いて、下水汚泥が収納されたフレコン袋を車両に積み込む際に、過積載とならないよ

う、計量を行っている。 

 

 

5. 電子マニフェストの利用状況 

(1) 電子マニフェストの運用方法 

 関市の名義で電子マニフェストに 1 加入し、各下水処理場にサブ ID を割り振って、各下水

処理場の担当者が電子マニフェストを入力等の操作を行っている。 

 関市浄化センターでは、担当者 2 名が電子マニフェストの入力作業等の廃棄物処理に係る実

務を担当している。 

 受渡確認票は関市浄化センターの担当者が印刷し、廃棄物の引渡しと同時に、収集運搬業者

に受渡確認票を手渡している。 

 関市浄化センターでは、廃棄物を引渡しから 3 日以内に電子マニフェスト登録を行っている。 

 処理終了報告の確認は関市浄化センターの担当者がマニフェスト情報の照会画面で確認して

いる。 

 電子マニフェストには、収集運搬車両により計量した値を排出時の廃棄物の数量として入力

している。最終処分業者で再度、トラックスケールで計量した値を電子マニフェストの確定

数量としている。 

 

(2) 電子マニフェストの年間登録件数：116件※（令和 2年度実績） 

※ 関市浄化センターが排出事業者として登録した電子マニフェスト件数 

 

 関市浄化センターにおけるマニフェストの電子化率は 100%であり、紙マニフェストは使用

していない。 

 上記のほかに、田原下水処理場、白金下水処理場、広見下水処理場が排出して関市浄化セン

ターに持ち込まれた下水汚泥に関する電子マニフェストの件数は 1,211 件であった。（令和 2

年度実績） 

 

(3) 電子マニフェスト導入の経緯 

 電子マニフェストの導入前は、田原下水処理場、白金下水処理場、広見下水処理場から下水

汚泥を搬出するたびに手書き（後にドットプリンターを導入）した紙マニフェストを交付し

ており、紙マニフェストの交付や、終了報告の確認等の事務作業が大きな負担となっていた。

JW センターが開催した電子マニフェストの導入説明会に参加したところ、電子マニフェス

トを導入することにより、事務負担が軽減されると感じられたため、平成 26 年 10 月に電子

マニフェストを導入し、各下水処理場で電子マニフェストを利用することとした。 
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 電子マニフェストの導入当初は、関市浄化センターの委託先の中に電子マニフェストを使用

していない収集運搬業者もあったため、既に電子マニフェストに加入していた収集運搬業者、

処分業者との間で電子マニフェストによる運用を開始し、加入していない収集運搬業者への

委託分は紙マニフェストにより運用していた。関市浄化センターでは日頃から処理業者と連

絡を密にとっており、電子マニフェストに加入していない収集運搬業者に対して電子マニフ

ェストへの加入することが可能かを相談したところ、加入に向けて前向きに検討してもらう

ことができた。結果的に、2～3 ヶ月後にはすべての収集運搬業者、処分業者が電子マニフェ

ストに加入し、早期にすべてを電子マニフェストによる運用に切り替えることができた。 

 

(4) 電子マニフェスト導入の効果 

 電子マニフェストの導入前は手書き、またはドットプリンターを利用して紙マニフェストを

交付しており、マニフェストの交付（1 週間分）に半日かかっていたが、電子マニフェストの

導入後は 1 週間分の作業時間が 30 分程度に短縮され、事務作業の負担は大幅に軽減するこ

とができた。 

 電子マニフェストでは処理終了報告をマニフェスト情報の照会画面から確認できるため、処

理状況の確認作業が効率化されたほか、関市浄化センターとしてマニフェストを保存する必

要がなくなったことによる負担の軽減や削減を図ることができた。 

 電子マニフェストを導入したことにより、マニフェストの法定記載事項の記入漏れがない、

排出事業者、収集運搬業者、処分業者それぞれにおいて登録内容を確認できることで、デー

タの透明性が確保される等、法令遵守の観点で効果があった。 

 

 

6. その他の取組み 

(1) 緊急時の対応 

 関市浄化センターの焼却施設のメンテナンスや故障、委託先処理業者の行政処分や施設の故

障、自然災害等で急遽、委託ができない場合に備え、複数の委託先と契約している。なお、

これまでは、一時的に関市浄化センターにおける汚泥焼却灰の保管量を増やして、汚泥焼却

灰の委託を遅らせることにより緊急時にも滞りなく、対応することができた。 

 

(2) 処理業者との打合せ 

 数ヶ月に 1 度は、委託先処理業者と情報交換を行って、円滑な汚泥焼却灰の処理に努めてい

る。 
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 取組みのまとめ  

 

 田原下水処理場、白金下水処理場、広見下水処理場から排出される下水汚泥（濃縮汚泥）は

収集運搬業者に委託して、バキューム車で関市浄化センターまで運搬している。関市浄化セ

ンターの汚泥処理施設にて、田原下水処理場、白金下水処理場、広見下水処理場で発生した

下水汚泥と併せて、脱水、焼却を行っている。 

 

 関市浄化センター、田原下水処理場、白金下水処理場、広見下水処理場から排出する産業廃

棄物の処理はすべて電子マニフェストを利用しており、電子マニフェストに加入しているこ

とを業者選定の際の望ましい条件としている。電子マニフェストに加入していない業者には、

処理委託前に電子マニフェストに加入するよう依頼している。 

 

 収集運搬車両に搭載されたクレーンは計量ができるものであるため、収集運搬車両のクレー

ンを用いて、下水汚泥が収納されたフレコン袋を車両に積み込む際に、過積載とならないよ

う、計量を行っている。 

 

 電子マニフェストの導入前は、田原下水処理場、白金下水処理場、広見下水処理場から下水

汚泥を搬出するたびに手書き（後にドットプリンターを導入）した紙マニフェストを交付し

ており、紙マニフェストの交付や、終了報告の確認等の事務作業が大きな負担となっていた。

JW センターが開催した電子マニフェストの導入説明会に参加したところ、電子マニフェス

トを導入することにより、事務負担が軽減されると感じられたため、平成 26 年 10 月に電子

マニフェストを導入し、各下水処理場で電子マニフェストを利用することとした。 

 

 電子マニフェストの導入当初は、関市浄化センターの委託先の中に電子マニフェストを使用

していない収集運搬業者もあった。このため、既に電子マニフェストに加入していた収集運

搬業者、処分業者との間で電子マニフェストによる運用を開始し、加入していない収集運搬

業者への委託分は紙マニフェストにより運用していた。関市浄化センターでは日頃から処理

業者と連絡を密にとっており、電子マニフェストに加入していない収集運搬業者に対して電

子マニフェストへの加入することが可能かを相談したところ、加入に向けて前向きに検討し

てもらうことができた。結果的に、2～3 ヶ月後にはすべての収集運搬業者、処分業者が電子

マニフェストに加入し、早期にすべてを電子マニフェストによる運用に切り替えることがで

きた。 

 

 関市浄化センターの焼却施設のメンテナンスや故障、委託先処理業者の行政処分や施設の故

障、自然災害等で急遽、委託ができない場合に備え、複数の委託先と契約している。 
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事例 5 千葉県 江戸川下水道事務所 

 

千葉県江戸川下水道事務所は、昭和 56 年に供用開始した江戸川第二終末処理場と令和 3 年に

供用開始した江戸川第一終末処理場の 2 施設で、江戸川左岸流域 8 市（市川市、浦安市、松戸市、

流山市、野田市、柏市、船橋市、鎌ケ谷市）の生活排水及び工場排水等の汚水処理を行うととも

に、処理施設の建設並びに維持管理を行っている。平成 27 年 8 月に江戸川第二終末処理場で電子

マニフェストを導入し、現在は、令和 3 年に供用開始した江戸川第一終末処理場との 2 施設で発

生する下水汚泥等の処理を電子マニフェストにより管理している。このうち江戸川第二終末処理

場は、下水処理施設の中では、全国で最も電子マニフェスト登録件数が多い。 

 

1. 概要 

事務所所在地 市川市福栄四丁目 32 番 2 号 

処理場 江戸川第二終末処理場、江戸川第一終末処理場 

処理人口 1,227,762 人（令和 2 年度末） 

 

 

2. 産業廃棄物に関する情報 

○ 排出する主な産業廃棄物の排出量（令和 2年度実績） 

産業廃棄物区分 普通産業廃棄物 特別管理産業廃棄物 

排出量 約 69,100 t 0 t 

排出する主な 

産業廃棄物の種類 

汚泥（約 69,100 t）  

※ 第二終末処理場の排出量は約 68,800t、第一終末処理場の排出量は約 300 t である。 

※ 汚泥は、ほぼすべて脱水汚泥で、その他、し渣、沈砂が排出される。 

 

 江戸川左岸流域下水道の普及率は 82%（令和 2 年度末時点）であり、下水道の整備が進むに

従って、処理場に流入する汚水量も増加していることから、従前からの江戸川第二終末処理

場に加えて、令和 3 年 3 月からは新たに江戸川第一終末処理場の供用を開始した。 

 今後も更なる汚水量の増加が見込まれるため、江戸川第一終末処理場の水処理施設の増設を

進めている。 

 

○ 主な発生物の処理方法 

 現在、処理場内で発生した汚泥は、し渣、沈砂を除き処理場内で濃縮後、脱水している。 

 脱水後の汚泥は全量委託処理している。 

 江戸川第一終末処理場では、現在、汚泥焼却施設を建設しており、竣工後は江戸川第二終末

処理場から排出される汚泥の一部を受け入れ、焼却処分を行う予定である。 

 千葉県流域下水道事業経営戦略において、下水処理施設から排出される汚泥の資源化を図っ

ている。 

 脱水汚泥は、焼却、焼成、溶融、発酵等により、建設資材の原料、堆肥化等として有効利用さ
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れるよう図っている。 

 

 

3. 委託先処理業者選定 

(1) 処理業務の発注形態 

 一般競争入札（特定調達契約）を行っている。 

 

(2) 処理業者の情報収集 

 千葉県の入札参加資格登録の情報や、環境省の「産業廃棄物処理業者情報検索システム」、（公

財）産業廃棄物処理事業振興財団の「さんぱいくん」、または「優良さんぱいナビ」で汚泥の

処理を許可されているか確認している。さらに電話等で有機性汚泥を取り扱うことが可能で

あるか、資源化が可能であるかについて聞取りをしている。 

 県内の他の下水道事務所からも過去に入札に参加した処理業者等の情報収集も行っている。 

 

(3) 選定方法・選定基準 

 千葉県の一般競争入札に参加することができる者 

 千葉県の物品等入札参加業者適格者名簿に登載され、A の等級に格付けされている者 

 産業廃棄物処理業の許可を有する者のうち、当該許可に係る事業の範囲に汚泥を含む者 

 仕様書に定めるところにより、脱水汚泥等の契約量を処理できる能力を有している者 

 

(4) 実地確認の実施概要 

○ 実施する職員数：約 2名／回 

○ 実施頻度：定期的にすべての委託先処分業者を一巡できることを想定 

○ 所要時間：2～3時間程度／回 

○ 実地確認の対象 

 約 2 名の職員で施設等を訪問し、実地確認を行っている。 

 実地確認は、定期的にすべての委託先処分業者に対し実施している。 

 

(5) 実地確認の実施状況 

 実地確認では、産業廃棄物の保管状況や処理工程等を確認している。また、施設が順調に稼

働しているか、メンテナンスが適切に行われているか等も確認し、委託した産業廃棄物が適

正に処分されているかを確認している。 

 委託先処分業者が資源化を行っている場合は、製品の販売実績（販売先、利用状況等）を確

認している。 

 

 

4. 委託契約・事前打合せ 

(1) 委託契約 

 江戸川第二終末処理場が委託契約を行う処理業者※は収集運搬業者 3 社、処分業者 5 社、収

集運搬・処分業者 2 社、江戸川第一終末処理場が委託契約を行っている処理業者※は収集運搬



28 

業者 1 社、処分業者 2 社、収集運搬・処分業者 1 社である（令和 2 年度実績）。 

※ 第二終末処理場、第一終末処理場の委託先の業者は一部が重複している。 

 千葉県江戸川下水道事務所が廃棄物処理法で定める記載事項を確認し、また、法定記載事項

以外で必要な項目を追加し、契約書を作成している。 

 

(2) 廃棄物の引渡し時の手順に関する打合せ 

 処理業者とは契約時に廃棄物の量や、廃棄物の引渡し方法、積込み手順、過積載の防止対策

について事前に打ち合わせている。 

 処理業者の処理能力を考慮し、各社の急な工事等の際は、各処理業者と汚泥の搬出スケジュ

ールを調整している。 

 

 

5. 電子マニフェストの利用状況 

(1) 電子マニフェストの運用方法 

 江戸川第二終末処理場と江戸川第一終末処理場でそれぞれが電子マニフェストに加入してい

る。 

 千葉県江戸川下水道事務所では管理課の担当者 1 名が廃棄物処理に係る実務を担当している。 

 電子マニフェストの入力等の操作は運転管理委託事業者に委託している業務に含まれており、

電子マニフェストの入力等の作業、汚泥の搬出時の立会いや、排出事業場に設置している台

貫の計量等の作業を実施している。電子マニフェストの運用は、現場で実務担当者が入力し

た内容を運転管理業務担当が確認し、最後に江戸川下水道事務所が排出事業者として確認し

ている。 

 受渡確認票は実務担当者が作成し、廃棄物の引渡しと同時に、収集運搬業者に受渡確認票を

手渡している。 

 電子マニフェストは廃棄物を引き渡した当日に、実務担当者が電子マニフェスト登録を行う

こととしている。 

 処理終了報告の確認は実務担当者がマニフェスト情報の照会画面で確認している。 

 江戸川下水道事務所の電子マニフェスト実務担当者は、月 1 回の収集運搬業者、処分業者へ

の委託費の支払いの際に、マニフェスト情報の照会画面で収集運搬終了、処分終了報告が完

了していることを確認している。 

 

(2) 電子マニフェストの年間登録件数：7,521件（令和 2年度実績） 

 江戸川第二終末処理場及び江戸川第一終末処理場はどちらも電子化率 100%であり、紙マニ

フェストは使用していない。 

 

(3) 電子マニフェスト導入の経緯 

 平成 26 年度まで紙マニフェストを運用していたが、大量のマニフェストを紙で交付、管理す

ることが事務処理の面で負担であった。平成 24 年頃から事務処理の負担軽減を目的に電子

マニフェスト導入の検討を開始し、平成 27 年度に電子マニフェストを全面的に導入した。 
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(4) 電子マニフェスト導入の効果 

 搬出された産業廃棄物の処理状況の確認が容易にできる、紙マニフェストにあった照合確認

及び保管作業の削減等のメリットがあった。 

 電子マニフェストの入力等の実務担当者、委託事業者の運転管理業務担当者、排出事業者で

ある千葉県江戸川下水道事務所の担当者がそれぞれパソコンからリアルタイムで同じ情報を

閲覧できるので、処理業者からの問合せ等に即時、適切な対応を行うことができる。 

 廃棄物の品目と排出量の情報を CSV 形式でダウンロードして、収集運搬業者、処分業者への

月ごとの処理費用の支払い等の経理業務に活用している。また、ダウンロードした情報から

これまでの廃棄物の排出状況の傾向を確認することに活用している。 

 

(5) 電子マニフェスト利用料の支払い 

 電子マニフェストの使用料は委託事業者が電子マニフェストの料金支払代行者制度により、

JW センターに支払う。なお、その料金は県からの委託料に含んでいる。 

 

 

6. その他の取組み 

 千葉県関係部局から廃棄物関連法令の改正等に関する情報提供がある。 
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 取組みのまとめ  

 

 千葉県流域下水道事業経営戦略において、下水処理施設から排出される汚泥の資源化を図っ

ている。 

 

 県内の他の下水道事務所からも過去に入札に参加した処理業者等の情報収集も行っている。 

 

 実地確認では、産業廃棄物の保管状況や処理工程等を確認している。また、施設が順調に稼

働しているか、メンテナンスが適切に行われているか等も確認し、委託した産業廃棄物が適

正に処分されているかを確認している。また、委託先処分業者が資源化を行っている場合は、

製品の販売実績（販売先、利用状況等）を確認している。 

 

 処理業者とは契約時に廃棄物の量や、廃棄物の引渡し方法、積込み手順、過積載の防止対策

について事前に打ち合わせている。また、処理業者の処理能力を考慮し、各社の急な工事等

の際は、各処理業者と汚泥の搬出スケジュールを調整している。 

 

 江戸川第二終末処理場及び江戸川第一終末処理場はどちらも電子化率 100%であり、紙マニ

フェストは使用していない。 

 

 電子マニフェストの入力等の操作は運転管理委託事業者に委託している業務に含まれており、

電子マニフェストの入力等の作業、汚泥の搬出時の立会いや、排出事業場に設置している台

貫の計量等の作業を実施している。電子マニフェストの運用は、現場で実務担当者が入力し

た内容を運転管理業務担当が確認し、最後に江戸川下水道事務所が排出事業者として確認し

ている。 

 

 搬出された産業廃棄物の処理状況の確認が容易にできる、紙マニフェストにあった照合確認

及び保管作業の削減等のメリットがあった。また、電子マニフェストの入力等の実務担当者、

委託事業者の運転管理業務担当者、排出事業者である千葉県江戸川下水道事務所の担当者が

それぞれパソコンからリアルタイムで同じ情報を閲覧できるので、処理業者からの問合せ等

に即時、適切な対応を行うことができる。 

 

 廃棄物の品目と排出量の情報を CSV 形式でダウンロードして、収集運搬業者、処分業者への

月ごとの処理費用の支払い等の経理業務に活用している。 

 

 電子マニフェストの使用料は委託事業者が電子マニフェスト料金支払い代行制度により JW

センターに支払う。なお、その料金は県からの委託料に含んでいる。 
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第 2章 電子マニフェスト普及促進の取組事例 

 

電子マニフェストの普及促進に取り組む 4 自治体、1 団体の事例を紹介する。 

 

第 1 編 公共工事における電子マニフェスト普及の取組事例 

事例 6 大阪市 環境局 

事例 7 静岡県 交通基盤部 

 

第 2 編 環境部局等における事業者等への電子マニフェスト普及の取組事例 

事例 8 あおもり循環型社会推進協議会 

事例 9 東京都 環境局 

事例 10 三重県 環境生活部廃棄物対策局 廃棄物・リサイクル課 
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第 1編 公共工事における電子マニフェスト普及の取組事例 

事例 6 大阪市 環境局 

 

大阪市では、過去の市が発注する工事（以下「市発注工事」という。）においてマニフェストの

不正使用が判明したことから、不正行為の再発防止をより一層強化するため、すべての市発注工

事において発生する産業廃棄物の処理について、令和 4 年 4 月契約分より電子マニフェストの使

用の義務化を開始する。 

また、市が排出する産業廃棄物の処理委託においても、令和 4 年 4 月契約分より電子マニフェ

ストを使用する。 

 

 

1. 電子マニフェスト義務化制度等の概要・実績 

(1) 市発注工事※1における電子マニフェスト義務化 

1) すべての市発注工事において電子マニフェストを義務化 

 令和 4 年 4 月契約分より、すべての市発注工事において発生する産業廃棄物の処理について

電子マニフェストの使用を義務化。（特記仕様書を設計図書に添付し、電子マニフェストの使

用義務を明記）（図 5） 

 市発注工事の受注者は、契約締結後、発注部局に工事の施工計画書を提出する。その際、産

業廃棄物の処理に先立ち、受注者及び受注者が産業廃棄物の処理を委託する産業廃棄物収集

運搬業者並びに処分業者において、電子マニフェストを使用して産業廃棄物の処理ができる

ことを証する書類※2の写しの提出が求められている。 

 市発注工事から排出された産業廃棄物について、工事の発注部局は、処理が適正に行われた

ことを受注者から提出された電子マニフェストの受渡確認票の処理終了報告日等により確認

する。 

※1 令和 2 年度 1 年間の工事契約件数：約 1,600 件 

（契約担当部局が契約事務を実施した件数。各事業部局が実施した契約件数を除く。） 

※2 電子マニフェストの加入証、または産業廃棄物収集運搬業もしくは産業廃棄物処分業の

優良認定を受けたことを証する許可証 

 

2) 電子マニフェストの使用が困難な場合の取扱い 

 産業廃棄物の処理にあたり、以下の①及び②に示す電子マニフェストを用いることが困難な

場合は、本市監督員の事前承諾を得たうえで紙マニフェストの使用を認める。 

① 電気通信回線の故障、天災等、やむを得ない事由により、紙マニフェストを交付しなけ

れば当該産業廃棄物の処理ができないと認められるとき。 

② 設計上発生することが想定されていない種類の産業廃棄物が発生し、紙マニフェストを

交付しなければ当該産業廃棄物の処理ができないと認められるとき。 
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3) 事前の承諾を得ることなく紙マニフェストを使用した受注者に対するペナルティ 

 大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく競争入札参加停止措置（2 月） 

 工事成績評定の減点（4 点） 

 

(2) 市が排出する産業廃棄物の処理委託における電子マニフェストの使用 

 市が排出事業者として産業廃棄物処理に関する委託（収集運搬・処分）を行う場合について

も、令和 4 年度契約分より電子マニフェストを使用する。 

 産業廃棄物処理委託に関する入札案件については、入札参加資格として電子マニフェスト

に加入していることを条件とする。 

  

 
 

図 5 市発注工事における電子マニフェストの利用の義務化に関する案内 
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2. 義務化制度導入に向けた課題及び課題への取組み状況 

(1) 市発注の公共工事における電子マニフェスト義務化 

 すべての市発注工事における電子マニフェストの使用の義務化にあたり、電子マニフェス

トを使用しなかった受注者へのペナルティや、工事契約後に受注者等が電子マニフェスト

を使用できることを証する書類の提出方法等の手続きの流れなど、制度の具体的内容につ

いて、市役所内における工事発注部局や契約部局との会議を短期間に集中して開催し、課題

抽出して検討を重ねた。 

 電子マニフェストへの加入状況については、排出事業者や収集運搬業者の加入率が比較的

低く、義務化によって市発注工事の入札手続きに影響を及ぼす可能性が考えられたことか

ら、より一層の普及啓発の取組みが必須となった。 

 電子マニフェスト使用の義務化を決定した令和 3 年 7 月から、義務化を開始する令和 4 年

4 月までの期間が 9 ヶ月と短く、排出事業者や処理業者に向けた普及啓発について、効果

的に実施する必要があった。そのため、説明会・研修会の資料作成や会場の確保、予算の確

保等といった業務のほか、大阪府域で許可を有する大半の収集運搬業者の許可権者である

大阪府をはじめ、大阪府域産業廃棄物担当行政との連携、関係業界団体への協力要請に労

力を費やした。 

 コロナ禍における説明会・研修会の開催のため、参加定員を少なく設定しなければならな

かったことなどから、説明会等に参加できなかった事業者への周知啓発のため、本市ホー

ムページや環境局YouTubeを活用した資料等の公表を実施するなど、情報発信に尽力した。 

 他自治体において、発注するすべての工事において電子マニフェストの使用を義務化して

いる本格的な事例がほとんどなかったため、手探りで実施に向けた準備を進めざるを得な

かった。 

 

1) 電子マニフェスト使用の義務化に関する説明会 

 市発注工事の入札参加予定の建設業者、市発注工事の受注者から産業廃棄物の処理を受託

する予定の処理業者等を対象に、市環境局の担当者から市発注工事における電子マニフェ

ストの義務化制度について、JW センターの講師から電子マニフェストの仕組み等について

解説する説明会を計 4 回実施した。（写真 4） 

 説明会の開催にあたり、大阪府や関係業界団体へ周知協力を要請した。 

 

 

写真 4 説明会の様子 
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2) 電子マニフェスト操作研修会 

 市発注工事の入札参加予定の建設業者、市発注工事の受注者から産業廃棄物の処理を受託す

る予定の処理業者等を対象に、令和 3 年 8 月から令和 4 年 3 月までの間に、電子マニフェス

ト操作研修会を計 16 回開催した。 

 研修会の開催にあたり、大阪府や関係業界団体へ周知協力を要請した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3) 電子マニフェスト試行工事の実施及び試行工事への立入検査等の強化 

 紙マニフェストの不適正な取り扱いの再発防止に向けて、令和元年度から一部の市発注工事

において、電子マニフェストの使用を求める「電子マニフェスト試行工事」を実施した。 

 電子マニフェスト試行工事において、紙マニフェストを使用する場合は、理由書の提出や受

注者が提出する報告書に処分業者が確実に処分したことを確認した旨の記載を求めるととも

に、当該工事現場への抜打ち立入検査を実施して電子マニフェスト加入の要請を行った。 

 

(2) 市が排出する産業廃棄物の処理委託における電子マニフェストの使用 

 大阪市には、令和 3 年度時点で 24 の区役所及び 27 の室・局が存在しており、各組織が令和

3 年度中に電子マニフェストへ円滑に加入するため、市環境局が代表となって、加入手続き

を行った。 

 市役所内各組織に対して、令和 4 年度からの電子マニフェスト運用のための予算措置などの

事務手続き、システム操作などに係る説明研修などを市環境局が実施し、全庁的な電子マニ

フェスト使用へ対応できるよう準備を進めた。 

 

 

3. 取組みに期待する効果 

 すべての市発注工事で電子マニフェストの使用を義務化することで、受注者におけるマニフ

ェスト紛失のおそれがなくなるほか、産業廃棄物の処理に関して、排出事業者、収集運搬業

者、処分業者それぞれにおいて登録内容を確認できることで、データの透明性が確保され、

市発注工事における産業廃棄物の適正処理の推進、マニフェストに係る不正行為の根絶等の

効果が期待される。 

 

写真 5 操作研修会の様子 



36 

 令和 2 年度（電子マニフェスト義務化前）の市内のすべての産業廃棄物に関する電子マニフ

ェスト使用率は 63.3％※（市発注工事以外のものも含む）であり、令和 4 年度の目標である

使用率 70％に到達させるため、引き続き取組みを進める。 

※ マニフェストの総件（枚）数：約 111.6 万件、内訳は電子：70.6 万件、紙：41 万枚 

 

 

 

 取組みのまとめ  

 

 令和 4 年 4 月より、すべての市発注工事において電子マニフェスト使用を義務化する。また、

市が排出する産業廃棄物の処理委託においても、電子マニフェストを使用する。 

 

 事前の承諾を得ることなく紙マニフェストを使用した受注者に対しては、競争入札参加停止

措置（2 月）の適用、工事成績評定の減点（4 点）を行う。 

 

 すべての市発注工事において電子マニフェストを義務化することにより、産業廃棄物の処理

に関して、排出事業者、収集運搬業者、処分業者それぞれにおいて登録内容を確認できるこ

とで、データの透明性が確保され、市発注工事における産業廃棄物の適正処理の推進、マニ

フェストに係る不正行為の根絶等の効果が期待される。 
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事例 7 静岡県 交通基盤部 

 

静岡県では平成 21 年 10 月より県の交通基盤部が発注する公共工事（以下「県発注工事」とい

う。）については、原則、電子マニフェストを使用することとしている。 

 

1. 取組みの概要・実績 

(1) 県発注の公共工事における電子マニフェスト使用 

 平成 21 年 10 月より、県発注工事においては、原則、電子マニフェストを使用することとし

ている。ただし、工事の発注者である監督員と協議の上で、排出事業者等が電子マニフェス

トを使用できないか、または電子マニフェストではなく紙マニフェストを使用する正当な理

由があると監督員が判断した場合※には、紙マニフェストを使用することも認めている。（図

6） 

※ 紙マニフェストの在庫を保持している場合等 

１－１－18 建設副産物 

１．（略） 

２．受注者は、産業廃棄物が搬出される工事にあたっては、産業廃棄物管理票を(公

財)日本産業廃棄物処理振興センターが運営する「情報処理センター」への登録(電

子マニフェスト)により行わなければならない。なお、これにより難い場合は、監督

員と協議することとする。 

（静岡県土木工事共通仕様書 静岡県交通基盤部監修 より引用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

図 6 建設業関係者に向けた電子マニフェスト使用に関する案内 

注）JW センターの住所・電話番号は平成 22 年当時のもの 
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 県発注工事における産業廃棄物の処理状況は、監督員が、電子マニフェストの受渡確認票の

処理終了報告日を確認している。また、竣工検査の際には、県の検査員が、受渡確認票によ

り、発注工事における産業廃棄物の処理状況を確認する。なお、例外的に紙マニフェストが

使用されている場合には、監督員や検査員は、電子マニフェストの受渡確認票の代わりに、

紙マニフェストの A 票と E 票を確認することとしている。 

 電子マニフェストの受渡確認票（紙マニフェストの場合は A 票と E 票）は、発注者には、工

事の完成図書としての提出を求めていないが、発注者は、検査の際にはすぐに提示できるよ

う、準備している。 

 

(2) 排出事業者・処理業者に向けた説明会・研修会の開催 

 県発注工事において、電子マニフェストを原則、使用することとした平成 21 年度には、廃棄

物リサイクル課が県内の建設業者を対象に、電子マニフェスト操作研修会を 42 回、開催し

た。研修会では電子マニフェストの仕組みや JWNET のデモシステムを使用した操作体験を

行った。 

 県の廃棄物リサイクル課の主催による適正処理推進研修会等において、毎年、県内の排出事

業者や処理業者に対して、電子マニフェストの仕組みや導入のメリットについて説明してい

るほか、立入指導の際に電子マニフェストの導入を促している。 

 毎年、（公社）静岡県産業廃棄物協会の主催により、県内 3 ヶ所で年 3 回程度、電子マニフェ

ストの操作研修会を実施している。 

 

写真 6 静岡県産業廃棄物適正処理推進研修会の様子 

 

(3) 県自らの電子マニフェストの使用促進 

 県発注工事において受注者に対して電子マニフェスト使用を促すにあたり、県も自らが排出

する産業廃棄物の処理にあたって、率先して電子マニフェストを使用する必要があるとの観

点から、県自らの電子マニフェストの使用を推進した。平成 20 年度に県の知事部局と教育委

員会の出先機関で既に導入していた電子マニフェストの加入者 ID を県名義の ID と統合し

て、平成 22 年度には各部署にサブ ID を付与し、県の全所属が電子マニフェストを使用して

いる。（図 7） 
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図 7 静岡県における電子マニフェストの運用の流れ 

 

 

2. 取組みを始めたきっかけ 

 静岡県では産業廃棄物の適正処理を推進する目的で、県自らも電子マニフェストを使用する

等、電子マニフェストの普及促進に取り組んでいる。県が関与するマニフェストのうち、公

共工事におけるマニフェストが多いため、公共工事における電子化を進めることが県全体の

電子マニフェストの普及促進につながるという考えから、県発注工事において、原則、電子

マニフェストを使用するという取組みを進めることとした。 

 

 

3. 令和 2年度 1年間の公共工事入札件数：3,044件※ 

※ 交通基盤部所管（農林事務所を含む）の工事の入札件数（随意契約を含む。） 

 
 

4. 取組みの効果 

 県発注工事における電子マニフェストの原則、使用を開始した当初は、紙マニフェストの在

庫を保持しているという理由から紙マニフェストが使用されるケースも見受けられ、平成 24

年度の県発注工事における電子化率は約 70%であった。その後は、建設業者における紙マニ

フェストの在庫が消費されたこともあり、県発注工事における電子化が進んでいる。現在の

県発注工事における電子化率を県では把握していないが、原則、電子マニフェスト義務化に

より、現在では、ほとんどの県発注工事で電子マニフェストが使用されているものと考えら

れる。 

 不適正処理の未然防止の目的で、工事の監理にあたっては発注者の監督員が、また中間検査

や竣工検査にあたっては工事検査課の検査員が、それぞれ工事監理や工事検査の際にマニフ

ェストによる処理状況のダブルチェックを実施している。マニフェストの確認を紙マニフェ

ストで実施する場合、工事の規模が大きいほど A 票、E 票の枚数が多くなるため、記載内容
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の確認や書類の保管に時間と手間を要していたが、電子マニフェストでは確認作業を効率的

に行うことができるため、作業時間の短縮を図ることができる。また、工事関係書類のペー

パーレス化につながり、発注者側でも事務処理の面で効率化が図られるというメリットがあ

った。また、県発注工事を受注する建設業者でも同様に、事務負担の軽減効果があるものと

考えられる。 

 解体工事では工事に関連する書類のうち、マニフェストに関するものが多くを占めているた

め、電子マニフェストを使用することによる事務処理の負担削減の比率が他の土木工事や新

築工事よりも大きい。 

 県発注工事の電子マニフェストの使用の原則化に対して、県発注工事の元請業者は比較的、

容易に対応することができたと考えられる。県発注工事の下請業者の中には、高齢で、家族

経営の会社もあり、電子マニフェストも含めて、PC を使った事務処理への対応が困難な場

合がある。このような場合は、新たに PC を使用した事務処理を覚えてもらうことや電子マ

ニフェスト対応を無理強いすることはせずに、監督員の判断のもとに、紙マニフェストを使

用することにより対応することとしている。 

 

 

 

 取組みのまとめ  

 

 平成 21 年 10 月より、県発注工事においては、原則、電子マニフェストを使用することとし

ている。ただし、工事の発注者である監督員と協議の上で、排出事業者等が電子マニフェス

トを使用できないか、または電子マニフェストではなく紙マニフェストを使用する正当な理

由があると監督員が判断した場合には、紙マニフェストを使用することも認めている。 

 

 県発注工事における産業廃棄物の処理状況は、監督員が電子マニフェストの受渡確認票の処

理終了報告日を確認している。また、竣工検査の際には、県の検査員が、受渡確認票により、

発注工事における産業廃棄物の処理状況を確認する。 

 

 令和 2 年度の交通基盤部所管（農林事務所を含む）の工事の入札件数は 3,044 件（随意契約

を含む）で、原則、電子マニフェストを使用していた。 

 

 県発注工事において、電子マニフェストを原則、使用することとした平成 21 年度には、廃棄

物・リサイクル課が県内の建設業者を対象に、電子マニフェスト操作研修会を 42 回、開催し

た。研修会では電子マニフェストの仕組みや JWNET のデモシステムを使用した操作体験を

行った。 

 

 静岡県では産業廃棄物の適正処理を推進する目的で、県自らも電子マニフェストを使用する

等、電子マニフェストの普及促進に取り組んでいる。県が関与するマニフェストのうち、公

共工事におけるマニフェストが多いため、公共工事における電子化を進めることが県全体の

電子マニフェストの普及促進につながるという考えから、県発注工事において、原則、電子
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マニフェストを使用するという取組みを進めることとした。 

 

 県発注工事における電子マニフェストの原則、使用を開始した当初は、紙マニフェストの在

庫を保持しているという理由から紙マニフェストが使用されるケースも見受けられ、平成 24

年度の県発注工事における電子化率は約 70%であった。その後は、建設業者における紙マニ

フェストの在庫が消費されたこともあり、県発注工事における電子化が進んでいる。現在で

は、ほとんどの県発注工事で電子マニフェストが使用されているものと考えられる。 

 

 不適正処理の未然防止の目的で、工事監理や工事検査の際に監督員や検査員がマニフェスト

による処理状況のダブルチェックを実施している。マニフェストの確認を紙マニフェストで

実施する場合、工事の規模が大きいほど A 票、E 票の枚数が多くなるため、記載内容の確認

や書類の保管に時間と手間を要していたが、電子マニフェストでは確認作業を効率的に行う

ことができるため、作業時間の短縮を図ることができる。また、工事関係書類のペーパーレ

ス化につながり、発注者側でも事務処理の面で効率化が図られるというメリットがあった。 
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第 2 編 環境部局等における事業者等への電子マニフェスト普及の

取組事例 

事例 8 あおもり循環型社会推進協議会 

 

あおもり循環型社会推進協議会（以下「協議会」という。）は、県内の県民、事業者、民間団

体、行政が協働して廃棄物の不法投棄の未然防止やリサイクルの推進等に取り組んでいる団体で

ある。 

令和 2 年 8 月より、電子マニフェストの団体加入の仕組みを活用し、協議会の会員が無料で電

子マニフェストを利用できる仕組みを構築している。 

 

1. 取組みの概要・実績 

(1) 協議会の概要 

 協議会は、132 の事業者、民間団体、行政（県と県内市町村）により構成される組織である。

（令和 4 年 1 月 26 日現在） 

 年会費は１口 10,000 円。 

 廃棄物の不法投棄の未然防止やリサイクルの推進等に協働して、主に以下の事業に取り組ん

でいる。（図 8、9） 

① 不法投棄防止撤去推進キャンペーン 

廃棄物の不法投棄防止について意識啓発を図るため、地域住民、地元自治体及び関係団

体の参加・協力を得て不法投棄廃棄物の撤去作業を行う不法投棄防止撤去推進キャンペ

ーンを実施している。撤去作業終了後は、不法投棄再発防止と意識啓発を目的に不法投

棄監視区域である旨の「看板」を設置している。 

② 広報事業 

不法投棄防止の呼び掛けをテレビ CM やラジオ CM による放映・放送、市営バス等への

車体広告の掲載、巡回バスへの広告掲載、ホームページによる広報等を行っている。 

③ 産業廃棄物リサイクル推進事業 

青森県と共催で産業廃棄物のリサイクル等に関する 3R 推進啓発セミナーを開催してい

る。 

④ 環境学習支援事業 

青森県産業資源循環協会青年部会と共催で、小学生を対象に、「古紙シュレッダー」又は

「木くず破砕機」による実演、環境クイズ、古紙リサイクルに関する DVD の視聴など

を実施している。 

 

(2) 会員へ無料で電子マニフェストを利用できる環境を提供 

 令和 2 年 8 月よりマニフェスト登録件数が少ない排出事業者向けの加入体系である「団体加

入（C 料金）」の仕組み※1を利用し、協議会が利用代表者となって、1 会員あたり年間 200 件

までの電子マニフェスト使用料を協議会が負担することにより、会員が年間 200 件まで電子

マニフェストを無料で利用できる環境を構築し、会員に提供している。JW センターが規定
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する団体加入の条件として加入者（排出事業者）が 30 者以上※2あることを満たす必要があっ

たため、条件を満たした令和 3 年 2 月に団体加入を行った。 

※1 「団体加入」とは、「排出事業者が 20 者以上集まって加入する」、「利用代表者が団体

で加入した加入者の利用料金を一括して支払う」、「情報処理センターからの連絡先は

利用代表者とする」という条件を満たした場合に適用が可能となる電子マニフェスト

の料金体系である。年額の基本料が 110 円（5 件までは使用料が無料、6 件からは 1

件当たりの使用料が 22 円）となるため、マニフェスト登録件数が少ない排出事業者

に適している。（令和 4 年 4 月以降の団体加入の仕組み） 

※2 協議会が団体加入を行った令和 3 年 2 月の時点では、団体加入の条件となる排出事業

者数は「30 者以上」であったが、令和 4 年 4 月以降は「20 者以上」に改定される。 

 協議会の会員数は 132 である。このうち、協議会が提供する仕組みにより電子マニフェスト

に加入したのは 45 団体、57 加入である。県内の全市町村（40 市町村）が協議会員となって

いるが、このうち 13 市町村がこの仕組みにより電子マニフェストに加入した。（令和 4 年 1

月 26 日現在） 

 

図 8 団体加入に関するリーフレット（表面） 
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 団体加入を利用する協議会員には、電子マニフェストの導入手順をまとめた独自のマニュア

ルを配布している。このマニュアルは、協議会が、試みに電子マニフェストに先行して加入

し、会員が電子マニフェストに加入する際に戸惑う可能性がある事項を洗い出した上で、要

点として取りまとめたものである。  

 

図 9 団体加入に関するリーフレット（裏面） 
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2. 取組みを始めたきっかけ 

 電子マニフェストを使用することは産業廃棄物の適正処理を推進することにつながると考え

られる。また、協議会の活動を推進するためには新規会員の確保が重要な課題であったため、

協議会の会員が無料で電子マニフェストを利用できるサービスを提供することにより、これ

まで協議会に入会していなかった民間企業等の協議会への入会を促す目的で取組みを始めた。

協議会としては、電子マニフェストの普及促進は、新規会員の確保及び産業廃棄物の適正処

理の双方につながると考えて、この取組みを実施している。 

 

 

3. 取組みを進めるにあたり苦労したこと 

 電子マニフェストの団体加入を利用するためには、加入者（排出事業者）が 30 者以上あるこ

と（取組みに着手した令和 2 年 8 月より加入手続きを行った令和 3 年 2 月当時）を満たす必

要があった。会員の電子マニフェスト加入希望者を 30 者以上とするのに、約 6 ヶ月を要し

たため、募集開始当初に申し込んだ一部の会員からは早期の電子マニフェスト使用開始の要

望も寄せられ、30 者が揃うまで長期間（6 ヶ月程度）待たせてしまった。 

 

  

 

 

図 10 導入手順をまとめたマニュアル（申込から加入証送付までを抜粋） 
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4. 取組みの効果 

 これまでに主に民間企業 27 事業者が電子マニフェストを利用したいということを理由に協

議会に新たに入会しており、電子マニフェスト普及促進の取組みは協議会の新規会員の確保

に寄与している。 

 県内の 40 市町村のうち、13 市町村が協議会の仕組みにより電子マニフェストに加入してお

り、市町村の電子マニフェストの加入の促進に効果があった。 

 協議会の電子マニフェスト普及促進の取組みにより、これまで電子マニフェストを利用して

いなかった協議会員の委託先の処理業者への電子マニフェスト利用促進の効果が見られた。 

 電子マニフェストには興味はあるが、どのようにしたら良いかが分からないという排出事業

者に対して、協議会が電子マニフェストを容易に導入できるような環境を設けたこととで、

電子マニフェストを導入するきっかけを作ることができたのではないかと考えられる。また、

県内の身近なところに電子マニフェストの導入を相談できる機関ができたことにより、電子

マニフェスト導入を開始する際の敷居が低くなったものと考えられる。 

 現在、紙マニフェストを使用しており、特に困っていない、特に問題は生じていないという

排出事業者に対して、電子マニフェストを導入した場合のメリットを伝えることができたこ

とにより、電子マニフェストの導入を検討するきっかけを作ることができたのではないかと

考えられる。 

 

 

 

 取組みのまとめ  
 

 「団体加入（C 料金）」の仕組みを利用し、協議会が利用代表者となって、1 会員あたり年間

200 件までの電子マニフェスト使用料を協議会が負担することにより、会員が年間 200 件ま

で電子マニフェストを無料で利用できる環境を構築し、会員に提供している。 

 

 協議会が提供する仕組みにより電子マニフェストに加入したのは 45 団体、57 加入である。

（令和 4 年 1 月 26 日現在） 

 

 協議会の会員が無料で電子マニフェストを利用できるサービスを提供することにより、これ

まで協議会に入会していなかった民間企業等の協議会への入会を促す目的で取組みを始め

た。これまでに主に民間企業 27 者が電子マニフェストを利用したいということを理由に協

議会に新たに入会しており、電子マニフェスト普及促進の取組みは協議会の新規会員の確保

に寄与している。また、県内の 40 市町村のうち、13 市町村が協議会の仕組みにより電子マ

ニフェストに加入しており、市町村の電子マニフェストの加入の促進に効果があったほか、

これまで電子マニフェストを利用していなかった協議会員の委託先の処理業者への電子マ

ニフェスト利用促進の効果が見られた。 

 

 電子マニフェストには興味はあるが、どのようにしたら良いかが分からないという排出事業

者に対して、協議会が電子マニフェストを容易に導入できるような環境を設けたこととで、

電子マニフェストを導入するきっかけを作ることができたのではないかと考えられる。  
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事例 9 東京都 環境局 
 

東京都環境局は（公財）東京都環境公社（以下「公社」という。）、（一社）東京都産業資源循環

協会（以下「東産協」という。）と連携し、令和 3 年度から排出事業者に対して電子マニフェスト

導入支援を行うアドバイザーを育成し、認定する事業を実施する等、電子マニフェストの普及促

進に取り組んでいる。 

 

1. 取組みの概要・実績 

○ 目的 

 電子マニフェストの普及を通じて、排出事業者責任を徹底し不適正処理の防止を図るととも

に、廃棄物処理業界におけるデジタルトランスフォーメーションを推進する。 

○ 事業スキーム 

 事業の実施に当たり、東京都環境局、公社、東産協の三者が協定を締結。 

 三者で連携して、電子マニフェスト導入支援を行うアドバイザーを育成、認定。 

 認定されたアドバイザーが、電子マニフェスト未加入の排出事業者に対して、パソコン等を

活用しながら、電子マニフェストの操作方法の説明や導入のメリット等の説明を行い、加入

を促進。 

○ 予算規模 

 約 1,000 万円（令和 3 年度） 

○ 実施期間 

 令和 3 年度及び令和 4 年度の 2 ヵ年 

○ 三者の役割 

【東京都環境局】事業全体の進捗管理、事業実施のための必要経費の負担等 

【公    社】講習会等の実施によるアドバイザーの育成、事業実施に係る備品の調達及

びアドバイザーへの貸与に係る調整等 

【東  産  協】会員への本事業に係る周知、参加事業者の募集及び公社への推薦等 

○ アドバイザーについて 

 アドバイザーは、優良な産業廃棄物処理業者を認定する東京都環境局の「第三者評価制度」

により産廃エキスパートに認定された企業で、かつ東産協が推薦する協会員が対象。 

 東産協から推薦された会員企業は、公社が開催する「電子マニフェスト普及促進事業アドバ

イザー育成講習会」（講習会は対面及び WEB 形式で開催（図 11））を修了することにより、

東京都環境局から普及促進アドバイザーとして認定を受けることができる。認定後は、東京

都環境局から認定証を交付される。（図 12） 

 アドバイザー育成講習会では、アプローチすべきポイント等の共通認識を図るため、JW

センターからの講師による説明枠を設けた。 

○ 取組実績 

 令和 3 年度は 21 社の普及促進アドバイザーを認定し、令和 3 年 12 月末時点で、排出事業者

約 500 社に対して普及促進活動を実施した。（普及促進活動の様子 写真 7 参照） 
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図 11 電子マニフェスト普及促進事業アドバイザー育成講習会の様子 

 

 

 

図 12 普及促進アドバイザー認定証 



51 

 

写真 7 普及促進活動の様子 

 

2. 取組みを始めたきっかけ 

 電子マニフェストには産業廃棄物の排出事業者責任を徹底し、不適正処理の防止に効果があ

ることはもとより、デジタルトランスフォーメーションが推進されることにより、産業廃棄

物行政の事務的な面等において、以下に示すメリットが期待されることから、普及促進の取

組みを進めている。 

① 監視業務の効率化・不適正処理の原因究明の迅速化 

都は、通常時、排出事業者及び処理業者への立入検査等による規制指導を年間で数千

件程度実施している。その際、電子マニフェストを使用している事業者であれば、廃棄

物の処理状況についてマニフェストの記載内容との整合性をインターネット上で確認で

きる。特に解体現場等において、その場で紙マニフェストを確認することが難しい場合

には、後日、マニフェストの写しの提出を求める等の対応が必要となるため、電子マニ

フェストが普及することで、マニフェストの記載内容を確認する時間が短縮され、その

分立入件数を増やすことにつながる。 

② 産業廃棄物管理票交付等状況報告書の受付・集計に係る事務の簡素化 

都は毎年 20 万件以上の事業場から報告を受けている。紙マニフェストを使用してい

る事業者の場合は、報告様式の記入等に関する問合せ対応、報告書の受理の対応、集計

のためのパソコンへの打込み等の作業が生じる。一方、電子マニフェストを利用してい

る事業者の実績は JW センターから報告されるため、上記の作業が生じず、事務の負担

軽減につながる。 

③ 新型コロナウイルス感染症対策 

電子マニフェストはデータの受渡しであるため、マニフェストが廃棄物とともに排出

事業者・収集運搬業者・処分業者の間で直接、受渡しされることはない。在宅勤務にも

対応でき、感染リスクを軽減するとともに、廃棄物処理の円滑な遂行に貢献できる。 

 上記の他、東産協から東京都環境局あてに、令和 3 年度予算について、処理業者の事務の効

率化・合理化を図るため、電子マニフェストの普及促進に関する要望があった。 
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3. 取組みを進めるにあたり苦労したこと 

 普及促進アドバイザーになるための講習会について、排出事業者にどのような説明を行えば

電子マニフェストの普及促進につながるか、講習内容の調整に苦慮した。現在は、先進的な

導入事例の紹介に加え、JW センターが作成した電子マニフェストの導入に関するリーフレ

ットを用いて、導入した際のメリットや、パソコンを用いた操作画面の説明を行う等、経営

層向けにも実務者向けにも活用できる内容にしている。 

 新型コロナウイルス感染症の流行が拡大する中で、普及促進アドバイザーが排出事業者を訪

問することが難しくなったため、訪問以外の方法でも導入支援が行えないか、実施方法の調

整を行う必要があった。現在は、メールや WEB 会議での周知など、普及促進アドバイザー

が実情に応じて伝え方を創意工夫し、取り組んでいる。 

 

 

4. 取組みの効果 

 普及促進アドバイザーによる導入支援の結果、電子マニフェストを導入した排出事業者や、

導入の検討を始めた排出事業者が増えている（実績数値は今後集計予定）。 

 電子マニフェスト普及促進事業は官民連携で実施した事業のため、事業概要を東京都環境局

のホームページ※や業界団体の機関誌に掲載することにより、電子マニフェストの導入に向

けた機運が高まった。また、本事業のように官民連携で電子マニフェストの普及促進に取り

組んでいる例は少ないため、モデルケースとして他の自治体に参考にしていただいた。 

※ 参照 URL 

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/resource/industrial_waste/on_waste/e-

manifest.html 

 

 

5. 電子マニフェスト普及促進に係るその他の取組みについて 

(1) 排出事業者及び処理業者向けの各種講習会における普及促進 

 都内の排出事業者、処理業者を対象に、各種講習会を開催しており、講習会を通じて、受講

者に、電子マニフェストの仕組みや導入のメリットを説明している。 

 令和 3 年度の講習会への参加人数の実績は、排出事業者約 750 名、処理業者約 370 名であ

る。 

 

(2) 庁内職員に向けた契約適正化講習会における普及促進 

 東京都環境局が毎年開催している庁内向けの契約適正化講習会において JW センターと連携

し、都庁の各部署の廃棄物処理業務に携わる担当者等に対して、電子マニフェストの導入方

法や利用方法等を説明している。 

 

 

 

  

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/resource/industrial_waste/on_waste/e-manifest.html
https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/resource/industrial_waste/on_waste/e-manifest.html
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 取組みのまとめ  

 

 東京都環境局は公社、東産協と連携し、令和 3 年度から排出事業者に対して電子マニフェス

ト導入支援を行うアドバイザーを育成し、認定する事業を認定する事業を実施。認定された

アドバイザーが、電子マニフェスト未加入の排出事業者に対して、パソコン等を活用しなが

ら、電子マニフェストの操作方法の説明や導入のメリット等の説明を行い、加入を促進する。 

 

 アドバイザーは、優良な産業廃棄物処理業者を認定する東京都環境局の「第三者評価制度」

により産廃エキスパートに認定された企業で、かつ東産協が推薦する協会員が対象。東産協

から推薦された会員企業は、公社が開催する「電子マニフェスト普及促進事業アドバイザー

育成講習会」を修了することにより、東京都環境局から普及促進アドバイザーとして認定を

受けることができる。 

 

 令和 3 年度は 21 社の普及促進アドバイザーを認定し、令和 3 年 12 月末時点で、排出事業者

約 500 社に対して普及促進活動を実施した。 

 

 電子マニフェストには、排出事業者責任を徹底し、不適正処理の防止に効果があることはも

とより、デジタルトランスフォーメーションが推進されることにより、産業廃棄物行政の事

務的な面等にも効果があると考える。具体的に「監視業務の効率化・不適正処理の原因究明

の迅速化」、「産業廃棄物管理票交付等状況報告書の受付・集計に係る事務の簡素化」、「新型

コロナウイルス感染症対策」へのメリットが期待される。 

 

 普及促進アドバイザーによる導入支援の結果、電子マニフェストを導入した排出事業者や、

導入の検討を始めた排出事業者が増えている。また、官民連携で実施した事業のため、事業

概要を東京都環境局のホームページや業界団体の機関誌に掲載することにより、電子マニフ

ェストの導入に向けた機運が高まった。 
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事例 10 三重県 環境生活部廃棄物対策局 廃棄物・リサイクル課 

 

三重県では平成 24 年度からおおむね 10 年先を見据えた県政運営の基本姿勢や政策展開の方向

性を示す戦略計画（総合計画）である「みえ県民力ビジョン」や、平成 23 年及び平成 28 年に定

めた廃棄物処理計画において、廃棄物の適正処理と透明性の確保を図ることを目的としており、

その取組みとして、環境技術指導員による排出事業者への訪問指導の実施や電子マニフェストシ

ステム研修会の開催等により、電子マニフェストの普及促進に努めている。 

 

1. 取組みの概要・実績 

(1) 嘱託職員による排出事業者への訪問指導 

 平成 24 年度から地域機関 9 ヶ所※に、計 7 名の環境技術指導員を配置し、管内の排出事業者

に対して、電子マニフェストの使用促進や優良産廃処理業者への委託の促進について、個別

訪問し、普及啓発を実施している。 

※ 桑名地域防災総合事務所、四日市地域防災総合事務所、鈴鹿地域防災総合事務所、津地域

防災総合事務所、松阪地域防災総合事務所、伊賀地域防災総合事務所、南勢志摩地域活性

化局、紀北地域活性化局、紀南地域活性化局 

 環境技術指導員は、排出事業者責任の徹底にかかる取組の促進を図るため、一般からの公募

により採用した会計年度任用職員で、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物処

理法」という。）に基づく指導等の権限は有していない。 

 表 1 に示すとおり、数年ごとに、異なる事業所を環境技術指導員の訪問対象としている。令

和 3 年度は、廃棄物処理法で定める多量排出事業者を環境技術指導員の訪問対象としている。 

 

 

 

 

 

 

 令和 2 年度の訪問実績は、914 回であった。 

 

(2) 電子マニフェストシステム研修会の開催 

 平成 23 年度から、県が主催する電子マニフェストシステム研修会を県内 4 ヶ所で開催して

いる。当初は、講師を JW センターから招き、県内 3 ヶ所で実施していたが、現在は、研修

会の開催を（一社）三重県産業廃棄物協会に委託し、運営及び講師（電子マニフェストイン

ストラクタ）ともに同協会の職員により実施している。 

 研修会は電子マニフェストの基本的な操作方法を習得する基礎編、実務的な操作方法を習得

する応用編、基礎編と応用編を合わせたものがある。令和 3 年度は計 21 回の操作研修会を

開催しており、総参加者数は 163 人であった。 

  

表 1 訪問対象の事業者 

平成 24～27 年度 前年度の産業廃棄物の発生量が 500 t 以上である事業場を設

置している排出事業者 

平成 28～令和 2 年度 紙マニフェストを年間 100 枚以上使用する排出事業者 

令和 3 年度～ 多量排出事業者 



55 

表 2 令和 3 年度の電子マニフェスト操作研修会の開催実績 

 

 

 

 

 

 

 

写真 8 電子マニフェスト操作研修会実施の様子 

 

(3) 電子マニフェストに係る料金の助成 

 県内に事業所を設置する排出事業者、収集運搬業者、処分業者を対象として、平成 23 年 4 月

～平成 25 年 12 年までの間に、電子マニフェストの新規加入時に事業者が支払う必要があっ

た加入料（3,000 円、税別）を県が助成する制度を実施していた。制度の実施期間における助

成実績は、計 340 件であった。なお、平成 26 年 1 月に JW センターが電子マニフェストの

加入料を廃止したことに伴い、県が電子マニフェスト加入料を助成する制度を廃止した。 

 

表 3 電子マニフェストシステムの加入料助成の実績 

 

 

 

 

 

 

 

 県内の事業者で、電子マニフェストに新規加入し、平成 28 年 6 月～平成 29 年 2 月までに使

用開始手続きを行った事業者に対し、B 料金の基本料（平成 28 年度分）の助成を実施し、計

96 件への助成を行った。 

  

研修会の種類 回数 

基礎編 16 回 

応用編 4 回 

基礎＋応用編 1 回 

合計 21 回 

年度 件数 

平成 23 年度 75 件 

平成 24 年度 167 件 

平成25年度（4～8月） 98 件 

合計 340 件 
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(4) 県自らの電子マニフェストの使用促進 

 県内の事業者に電子マニフェストの使用を促すには、県自らも率先して電子マニフェストを

使用するべきとの観点から、県自らが排出する産業廃棄物の電子マニフェスト使用に取り組

んだ。環境部局の名義で、電子マニフェストに加入し、各部局にサブ ID を割り振った。県の

各部局への電子マニフェストの操作方法の周知等は、電子マニフェスト操作研修会や地域機

関の環境技術指導員を通じて行っている。 

 

 

2. 取組みの予算規模 

 取組みの予算は法定外目的税（産業廃棄物税）から計上している。 

 環境技術指導員の人件費や研修会開催費等の費用は年間約 3,200 万円である。 

 

 

3. 取組みを始めたきっかけ 

 三重県では廃棄物の不適正処理事案のうち、原因者等により措置命令が履行されない特定産

業廃棄物に起因する支障の除去等に関する特別措置法に基づく特定支障除去等事業 4 事案に

ついて、生活保全上の支障等の除去のため行政代執行を実施してきた。このことから、不適

正処理の未然防止という観点から廃棄物処理法に基づく排出事業者責任の周知徹底を図り、

排出事業者のより積極的な産業廃棄物の適正処理への取組を推進しており、そのなかで、紙

マニフェストに比べてより遵法性や透明性の高い電子マニフェストの普及促進を図ることで

不適正処理の未然防止につながると考えられたことから、電子マニフェストの普及促進の取

組みに着手した。 

 

 

4. 取組みを進めるにあたり苦労したこと 

 電子マニフェスト操作研修会を開始した当初は、研修会の参加者を集めるのに苦労した。環

境技術指導員が排出事業者への訪問の際に、研修会日程等を周知し、研修会への参加を促す

ことを続けた。また、研修会の参加に消極的な排出事業者や、研修会に参加しても、その後、

電子マニフェストの導入が進まない排出事業者に対しては、環境技術指導員が、根気強く電

子マニフェストのメリットを伝え、研修会への参加を促す等の取組みを続けた。 

 どのような形で電子マニフェスト普及促進を行えば、県内の事業者の電子マニフェスト普及

促進につながるのかを確立するのに苦労した。これまで、電子マニフェスト普及促進のため

の様々な試みを行い、最終的に、現在の普及方策（環境技術指導員による訪問指導と操作研

修会の開催）に行き着いた。電子マニフェスト普及促進という観点から、現在の普及方策は

一定の効果があると考えている。 

 電子マニフェストの普及促進が産業廃棄物の不適正処理の防止につながると考えて、取組み

を進めたが、県内の産業廃棄物の不適正処理は無くなっていない状況にある。電子マニフェ

ストの普及により、排出事業者による産業廃棄物の適正処理の意識向上につながっていると

考えられるが、電子マニフェストの普及が、産業廃棄物の不適正処理の抑止にどの程度の効

果があったのかを把握するのが難しい。  
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5. 取組みの効果 

 平成 22 年度には 27.9%であった電子マニフェストの活用率※が、令和 2 年度には 73.6%（速

報値）まで増加した。 

※ 活用率（%）＝（県内の電子マニフェストの登録件数）／（県内で登録・交付された電子・

紙マニフェストの総数）×100 

 

 

 

6. 電子マニフェストデータ等の活用 

(1) 県内搬入状況の解析データ等を活用した指導等による不適正処理防止の取組み 

 県内で過去に発生した不適正処理事案を調査したところ、近隣で処理することが望ましい産

業廃棄物が遠方から県内に搬入されていた。このため、産業廃棄物の移動距離に着目し、電

子マニフェストデータ等から移動や処理に関する情報を集約・解析し、県内の排出事業者や

処理業者の効率的な指導等に活用することで、不適正処理の防止につなげる取組みを行った。 

 

 

図 13 県内で発生した産業廃棄物の処分場所と処分量の見える化（平成 28 年度実績） 

 

 注 処理された場所に棒が立っており、処理量が多いほど棒が長い。 

 

表 4 平成 22 年度～令和 2 年度の電子マニフェスト活用率の推移 

単位：％ 

年度 H.22 H.23 H.24 H.25 H.26 H.27 H.28 H.29 H.30 R.1 R.2 

実績 27.9 29.8 31.4 34.1 43.0 49.5 55.5 61.1 65.8 69.7 73.6※ 

※ 令和 2 年度実績は速報値を示している。 
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 具体的な集約・解析内容及び活用方法は以下の①～③のとおり。 

① 県内の事業者が排出した産業廃棄物の処理先までの距離を解析した（図 14）。比較的近

距離で処理することが望ましいがれき類等を遠方の処理施設に委託処理した排出事業者

に対して、適正処理の推進や運搬に伴う温室効果ガス排出削減の観点から、チラシ配布

等の啓発活動を行った。 

 

図 14 県内で発生したがれき類の移動量と移動距離（平成 28 年度実績） 

 

② 県内処理業者が受け入れた産業廃棄物の排出場所からの距離を解析し、遠方から搬入さ

れた産業廃棄物に対して監視指導の頻度を高めた。監視指導の対象は、産業廃棄物の種

類別に受け入れる産業廃棄物の移動距離と受入量を集計し、移動距離が平均移動距離の

3 倍を超える廃棄物を対象とした（図 15）。 

 

図 15 処理業者（A 社）が受け入れた産業廃棄物の移動距離と受入量（平成 27 年度実績） 
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③ 県の環境総合情報システムに登録されている処理業者の許可番号と許可品目を電子マニ

フェストデータの許可番号、廃棄物の種類と整合チェックし、許可品目外の産業廃棄物

の処理がないか確認する。許可品目外の産業廃棄物の処理がある場合、指導を行う。 

 上記①～③のデータ集約・解析に要する予算は、年間約 100 万円である。 

 

 

(2) 保管状況等の見える化による産業廃棄物処理の安全・安心の確保 

 平成 28 年度には、排出事業者責任を徹底するとともに産業廃棄物処理の安全・安心の確保の

ため、県内の産業廃棄物処理業者の協力のもとに、保管状況（処理前保管量が保管上限を超

えていないか）と日々の処理量（処理能力を超えて処理を行っていないか）の見える化及び

外部公開をモデル事業として実施し、処理の透明性の向上に取り組んだ。排出事業者が搬出

前に処理先の保管量に余裕があるか等を確認し、適正に処理できる状況にあるかを判断する

のに活用されている。 

 

図 16 産業廃棄物処理施設における処理前保管量の年間推移 

 

 

 

  

保管上限 
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 取組みのまとめ  

 

 平成 24 年度より一般からの公募により採用した環境技術指導員を地域機関 9 ヶ所に配置し、

管内の排出事業者に対して、電子マニフェストの使用促進や優良産廃処理業者への委託の促

進について、個別訪問し、普及啓発排出事業者への個別訪問を実施している。 

 

 平成 23 年度から、県が主催する電子マニフェストシステム研修会を県内 4 ヶ所で開催して

いる。研修会は電子マニフェストの基本的な操作方法を習得する基礎編、実務的な操作方法

を習得する応用編、基礎編と応用編を合わせたものがある。令和 3 年度は計 21 回の操作研

修会を開催しており、総参加者数は 163 人であった。 

 

 紙マニフェストに比べてより遵法性や透明性の高い電子マニフェストの普及促進を図ること

で不適正処理の未然防止につながると考えられたことから、電子マニフェストの普及促進の

取組みに着手した。平成 22 年度には 27.9%であった電子マニフェストの活用率が、令和 2 年

度には 73.6%（速報値）まで増加した。 
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第 3 章 産業廃棄物の適正処理の取組みの各段階におけるポイ

ント 
 

本章では、第 1 章を踏まえて、公務（庁舎管理部門、上下水道部門）から排出される産業廃棄

物について、図 17 に示す産業廃棄物の委託処理の各段階における適正処理の取組事例のポイン

トをまとめた。 

 

 

図 17 委託処理における取組みの流れ 

 

 

1. 委託先処理業者に関する情報収集 

 入札参加登録の情報や、産業廃棄物処理業の許可主体の自治体環境部局、（公財）産業廃棄物

処理事業振興財団の「さんぱいくん」、「優良さんぱいナビ」から、許可の有無、許可品目等

の情報を収集する。 

＜取組み事例（主な情報収集方法）＞ 

各所への確認 

➢ 環境部局に処理業者の情報を聞き取っている。 

➢ 処理業者の入札参加資格登録の情報を確認している。 

➢ 新規委託先処理業者の検討にあたり、庁内の別の部署に委託先候補との取引実績が

あれば担当者から情報を聞き取っている。 

インターネット等からの情報収集 

➢ 環境省の「産業廃棄物処理業者情報検索システム」や、（公財）産業廃棄物処理事業

振興財団の「さんぱいくん」、「優良さんぱいナビ」から、委託先の産業廃棄物処理
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業の許可の有無、許可品目、処理方法、優良産廃処理業者であるか等の情報を確認

している。 

➢ 処理業者のホームページで公開情報を確認している。 

 

 

2. 入札参加資格の検討、見積り徴収 

 産業廃棄物の委託先処理業者の選定方法（一般競争入札や随意契約等）を決定する。決定し

た方法に基づく手続きを経て、委託先処理業者を決定している。 

 産業廃棄物処理業務委託標準仕様書でリサイクルを徹底することを記載しており、リサイク

ルが可能な処理業者であることを選定条件としている。 

 地域要件設定の必要性を検討している。 

 委託契約前に独自に作成したチェックリスト等を用いた実地確認を実施し、委託する産業廃

棄物を適正に処分することができる施設であることを確認している。 

＜取組み事例（主な選定基準）＞ 

➢ 産業廃棄物処理業許可証の許可期限、許可品目、処理能力、許可エリア等の情報か

ら委託が可能か確認する。 

➢ リサイクル可能な処分業者を優先して選定する。 

➢ 電子マニフェスト加入者であることを必須条件とする。 

➢ 収集運搬業者については、下水汚泥を積み込むことができるクレーンが付いたトラ

ックを保有していることや、臭気防止のため蓋付の車両を保有していることを選定

時の必須条件とする。 

➢ 委託契約中の処理業者に対して、定期的に実地確認を実施する。（実地確認の対象や

頻度の例は以下のとおり） 

＜定期的な実地確認の対象（例）＞ 

 委託契約を締結している処分業者（中間処理業者、または中間処理施設と最終処

分場の両方を有する業者） 

 委託契約を締結している収集運搬業者（積替保管施設を経由する収集運搬業者） 

＜定期的な実地確認の頻度（例）＞ 

 委託契約前後で 2 回（優良産廃処理業者であることが確認できれば契約後の実

地確認は免除） 

 廃棄物を引き渡す際や、事前打合せ時、処分業者への実地確認時に、収集運搬に

係る状況を確認する。 

＜実地確認の重点チェックポイント（例）＞ 

共通事項（収集運搬、処分） 

✓ 許可証の確認（許可期限、産業廃棄物の種類、処理方法、処理能力等）を確認する。 

✓ 処理工程、産業廃棄物の保管状況、処理基準に沿って処理されているかどうかを確認

する。 

✓ 廃棄物が過剰に保管されていないことを確認する。 

✓ 産業廃棄物が整理整頓されているかを確認する。 

✓ 廃棄物処理法で規定する掲示板や囲いが設置されていることを確認する。 
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✓ 従業員の対応が適切であることを確認する。 

✓ 近隣住民から苦情がないことを確認する。 

処分施設 

✓ 施設が順調に稼働しているか、メンテナンスが適切に行われているか等を確認し、今

後も、産業廃棄物を搬入することができるかを確認する。 

✓ 最終処分場の実地確認の際には残余年数を確認する。 

✓ 委託先処分業者が資源化を行っている場合は、製品の販売実績（販売先、利用状況

等）を確認する。 

収集運搬 

✓ 車両に不要なものが積まれていないことや、過積載がないことを確認する。 

✓ 積替保管施設があれば産業廃棄物の保管状況を確認する。 

 

 

3. 一般競争入札、随意契約 

 一般競争入札や随意契約等により産業廃棄物の処理業務の発注を行っている。 

 

 

4. 委託先処理業者との委託契約の締結 

 入札等の必要な手続きに基づいて、選定した委託先処理業者と、産業廃棄物処理委託契約を

締結する。 

 廃棄物処理法に定める記載項目（委託する産業廃棄物の種類、数量、契約期間、処理料金等）

を網羅した産業廃棄物処理委託契約書を作成している。 

 委託契約書には、廃棄物処理法の法定記載事項のほか、反社会勢力の排除、支払条件、情報

セキュリティ等の条項を追加している。 

 

 

5. 産業廃棄物の引渡し時の手順 

 収集運搬業者とは委託する廃棄物の性状や量、廃棄物引渡し方法、積込み手順、過積載の防

止対策について事前に打合せを実施している。 

 

 

6. 電子マニフェストの利用 

(1) 電子マニフェストの運用方法 

 環境部局が電子マニフェストに加入し、各排出部署にサブ ID を割り振ることで電子マニフ

ェストの入力等の操作を行っている。 

 収集運搬業者に引き渡した当日に、電子マニフェストの本登録の操作を行っている。 

 処理終了報告をマニフェスト情報の照会画面から確認している。 

 下水道の運転管理業務を外注しており、委託事業者の複数の現場担当者で電子マニフェスト

の入力作業と入力内容の確認作業を行い、最後に自治体の管理課が排出事業者として確認す

ることで電子マニフェストを運用している。 



64 

 庁内の担当者に向けて電子マニフェストの運用に関する説明会を開催している。 

 

(2) 電子マニフェスト導入の経緯 

 法令遵守に高い効果のある電子マニフェストの利用に率先して取り組むために電子マニフ

ェストの利用を開始した。 

 産業廃棄物の排出量が多いため、電子マニフェストを利用することで事務処理の負担を軽減

する目的で導入した。 

 産業廃棄物管理票交付等状況報告書作成による事務の回避等の事務負担軽減を目的として

導入した。 

 

(3) 電子マニフェスト導入の効果 

 電子マニフェストを導入したことにより、マニフェストの法定記載事項の記入漏れがない、

排出事業者、収集運搬業者、処分業者それぞれにおいて登録内容を確認できることで、デー

タの透明性が確保される等、法令遵守の観点で効果があった。 

 マニフェストの記載内容の確認・修正が容易にできるようになった。 

 電子マニフェストの「パターン登録機能」を使用しているため、異動等により、電子マニフ

ェストの操作担当者が変更した場合も、戸惑うことなく電子マニフェストの操作を行うこと

ができた。 

 下水道の運転管理業務を外注しているが、排出事業者と委託事業者の両者がリアルタイムで

産業廃棄物の処理状況を確認できるため、処理業者からの問合せ等に即時、適切な対応を行

うことができる。 

 電子マニフェストデータを収集運搬業者、処分業者への処理費用委託料の支払い等の経理業

務に活用している。 

 排出事業者として産業廃棄物を委託処理する場合はすべて電子マニフェストを利用してい

る。 

 

 

7. その他適正処理の取組み 

(1) 排出時の取組み 

 廃棄物を排出する際は、ごみ袋に排出部署名を記入することとしており、誤った方法で分別

が行われていた場合には、どの部署が排出したものであるかがすぐに確認できるようにして

いる。 

 

(2) 緊急時の対応 

 施設のメンテナンスや故障、委託先処理業者の行政処分や施設の故障、自然災害等で急

遽、委託ができない場合に備え、複数の委託先と契約している。 
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第 4章 参考資料リンク集 
 

 

【環境省】 

⚫ 「排出事業者責任に基づく措置に係る指導について（通知）」，環境省 

https://www.env.go.jp/recycle/waste/haisyutsu.html 

 

⚫ 「排出事業者責任に基づく措置に係る指導について（通知）」により示された「排出事業者責

任に基づく措置に係るチェックリスト」，環境省（平成 29 年 6 月） 

http://www.env.go.jp/hourei/add/k060.pdf 

 

 

【自治体】 

⚫ 岡山県環境保健センター 

https://www.pref.okayama.jp/soshiki/185/ 

⚫ 岡山県循環型社会推進課 

https://www.pref.okayama.jp/soshiki/30/ 

 電子マニフェスト導入実務説明会（Web 説明会）の開催について，岡山県循環型社会推進

課 

https://www.pref.okayama.jp/page/695026.html 

 

⚫ 豊田市 

https://www.city.toyota.aichi.jp/index.html 

 廃棄物対策課 

https://www.city.toyota.aichi.jp/shisei/soshiki/kankyou/1004489.html 

 

⚫ 埼玉県企業局 

https://www.pref.saitama.lg.jp/kense/gaiyo/soshiki/kigyo/index.html 

 

⚫ 関市基盤整備部下水道課 

https://www.city.seki.lg.jp/category/4-27-5-0-0.html 

 

⚫ 千葉県江戸川下水道事務所 

https://www.pref.chiba.lg.jp/gs-edogawa/index.html 

 

⚫ 大阪市環境局 

https://www.city.osaka.lg.jp/kankyo/ 

 電子マニフェストの使用促進に取り組んでいます，大阪市 

https://www.city.osaka.lg.jp/kankyo/page/0000472876.html 

 

⚫ 静岡県交通基盤部 

http://www.pref.shizuoka.jp/kensetsu/ 

 

⚫ あおもり循環型社会推進協議会 

http://www.aosanpaikyou.or.jp/junkankyou 

 

⚫ 東京都環境局 

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/ 

 電子マニフェスト普及促進事業について，東京都環境局 

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/resource/industrial_waste/on_waste/e-

manifest.html 

  

https://www.env.go.jp/recycle/waste/haisyutsu.html
http://www.env.go.jp/hourei/add/k060.pdf
https://www.pref.okayama.jp/soshiki/185/
https://www.pref.okayama.jp/soshiki/30/
https://www.pref.okayama.jp/page/695026.html
https://www.city.toyota.aichi.jp/index.html
https://www.city.toyota.aichi.jp/shisei/soshiki/kankyou/1004489.html
https://www.pref.saitama.lg.jp/kense/gaiyo/soshiki/kigyo/index.html
https://www.city.seki.lg.jp/category/4-27-5-0-0.html
https://www.pref.chiba.lg.jp/gs-edogawa/index.html
https://www.city.osaka.lg.jp/kankyo/
https://www.city.osaka.lg.jp/kankyo/page/0000472876.html
http://www.pref.shizuoka.jp/kensetsu/
http://www.aosanpaikyou.or.jp/junkankyou
https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/
https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/resource/industrial_waste/on_waste/e-manifest.html
https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/resource/industrial_waste/on_waste/e-manifest.html
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⚫ 三重県廃棄物・リサイクル課 

https://www.pref.mie.lg.jp/HAIKIK/ 

 廃棄物とリサイクル 

https://www.pref.mie.lg.jp/s_kurashi/kankyo/ci300000423.htm 

 

 

【JWセンター】 

⚫ 産廃適正処理に係る業種別事例集 

https://www.jwnet.or.jp/info/chousa/jireishu_gyoushu.html 

⚫ JWNET（廃棄物処理法に基づく電子マニフェスト） 

https://www.jwnet.or.jp/jwnet/index.html 

⚫ 産業廃棄物処理関連リンク集 

https://www.jwnet.or.jp/link/index.html 

⚫ 電子マニフェスト業種別活用事例 

https://www.jwnet.or.jp/jwnet/practice/apply/press/index.html 

⚫ JW センター機関誌 

https://www.jwnet.or.jp/info/kikansi/index.html 

 H27 秋号（岡山県） 

https://www.jwnet.or.jp/uploads/media/2019/10/JW2015_10_p18-19.pdf 

 H20 秋号（豊田市） 

https://www.jwnet.or.jp/uploads/media/2019/03/20190321112718.pdf 

 R2 年冬号（JW 座談会 下水道事業における電子マニフェストの利用促進について） 

https://www.jwnet.or.jp/uploads/media/2020/01/kikansi_202001_p08_20.pdf 

 R3 年秋号（大阪市） 

https://www.jwnet.or.jp/uploads/media/2021/10/kikansi_202110_p24_26.pdf 

 H22 冬号（静岡県） 

https://www.jwnet.or.jp/uploads/media/2019/03/20190321112559.pdf 

H23 冬号（三重県） 

https://www.jwnet.or.jp/uploads/media/2019/03/20190321112847.pdf 

 H28 春号（三重県） 

https://www.jwnet.or.jp/uploads/media/2019/10/JW2016_04_p20-21.pdf 

 R1 年冬号（JW 座談会 電子マニフェストの明日を語る（自治体）） 

https://www.jwnet.or.jp/assets/pdf/info/kikansi/JW2019_01p16-26.pdf 

 

 

【その他】 

⚫ 産業廃棄物処理業者検索「さんぱいくん」，（公財）産業廃棄物処理事業振興財団 

http://www2.sanpainet.or.jp/zyohou/index.php 
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http://www2.sanpainet.or.jp/zyohou/index.php
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